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資料１－２ 

 

○ 各地域包括支援センターの記載の抜粋 

 

（１） 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 「枡江地区まちづくり委員会」の再開にむけ、連合町内会への働きかけを密にし、地域諸団体のネットワークを再構築する。R6年度行えた枡江小学校・地区社協と協働した高齢

者疑似体験・高齢者と小学校とのお手紙交流・認知症教室を今年度も開催できるよう各所に働きかける。(p.11小松島) 

 サロン等地域の集いの場の状況を鑑みながら、既存のサロン等の見直し等後方支援を行なっていく。又、既存のサロン等の後方支援を目的に、圏域内の関係機関と協働で地

域版リハビリ職派遣事業を展開する（展開に伴い、地域住民から早期に心身等の相談が入りやすい環境づくりを行なう）。（p.12東仙台） 

 圏域内の医療や介護、予防、生活支援、住まいの関係機関のほか、包括ケアシステム構築に向け障害者支援や市民センター、児童館等と連携協力する。地域内課題を把握

し、生協移動販売等と連携しマッチングを図る。（p.19沖野） 

 

（２） 認知症施策の推進 

 パン屋の協力を得て店内で開催する「ふわこっぺカフェ」や、老人福祉センターと共催で行う「ゆうゆうスマイルカフェ」等を定期開催することで、認知症の相談場所、情報を伝え

るとともに、認知症になっても過ごしやすい地域づくりを行う。（p.15高砂） 

 中田中学校で教師、生徒、保護者対象に認知症サポーター養成講座を開催。RBA相談室と協力し地域の医療、介護保険事業所等へ若年性認知症に関する研修会を行い「新

しい認知症観」への理解の深化が出来るよう機会を創出する。（p.27中田） 

 包括が認知症およびＭＣＩの相談窓口である事の周知を図ると同時に「包括だより」・「認知症サポーター養成講座（認知症パートナー講座）」・「認知症カフェ」・「地域での認知症

講話」を活用し、ＭＣＩの周知を強化していくと共に早期発見・早期対応を行う。（p.33松森） 

 

（３） 介護・フレイル予防の推進 

 圏域内で運動自主グループが活動していない区域(米ケ袋、霊屋下、本町)を会場に介護予防教室を開催し、介護予防への意識が高まるよう動機付けに取り組む。また、参加

者には運動自主グループ化を働き掛けていく。（p.2五橋） 

 フレイル予防の普及啓発として、圏域内の商業施設を活用し、センターまつり等に出向き、根拠に基づいた評価・助言を専門職（近隣の事業所勤務）から直接に伝える機会を作

る。（p.36虹の丘・加茂） 

 ICT やデジタル機器を活用し町内サロンや社協の行事、包括主催の催し物、自主グループ、フレイル予防アウトリーチ支援事業など様々な機会の中で高齢者が楽しみながら心

身の状況についてチェックすることで介護・フレイル予防（オーラルフレイル含む）の普及啓発を行っていく。（p.37長命ヶ丘） 

 

（４） その他 

 町内会や民生委員と災害時要援護者のすり合わせを行い、情報共有を図る。また、圏域内に居住する要介護者の現状について担当介護支援専門員に確認する。医療依存度

の高い方のリスト作成・更新を行う。（p.19六郷） 

 2025『地域ワンダー』in向山の開催に向けて活動している実行委員組織との連携が年々深まり、より一層様々な事業への発展へ繋がっている。年齢や組織・機関・国籍の垣根

を超えて協働できる企画を通じて、この地域における共生社会について、目指す姿のビジョンを確立し、浸透させていく。（p.23愛宕橋） 

 

※ 各地域包括支援センターの詳細な記載は次ページ以降のとおり 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

青 

葉 

区 

五橋 

（※圏域は

青葉区・若

林区にまた

がる） 

 令和 6 年 4 月１日時点で高齢者数 6,905 人、高齢化率 22.11%で上昇傾向にあ

り、圏域内の高齢者支援体制の強化が必要と見込まれる。 

 地域的に独居高齢者やマンション居住者の割合が高く、地域包括支援センター

地域関係者が課題のある高齢者の実態を把握することが難しい。 

 複雑化・多様化する生活課題に対して、支援対応力の向上や連携した支援体

制づくりが必要と見込まれる。 

 様々な角度から広報啓発の取り組みが必要と見込まれる。特に圏域では介

護・フレイル予防や認知症高齢者への対応、地域包括支援センターへの理解

促進への取り組みが大きなテーマである。 

 地域活動の担い手や参加者の確保が課題と考える地域関係者が多く、高齢者

に関わる地域活動の継続が危ぶまれている。 

 集える場所に関して、施設等と連携した活動拠点づくりを展開したい。 

【地域・関係機関との連携・ネットワークづくり】 

・ 地域の関係団体や医療・介護サービス提供機関等との連携強化に向けて、会

議や研修会、行事等の機会を活かして情報の共有や発信に努める。特に地域

包括支援センターの役割や機能に関する理解が深まるよう取り組む。 

・ 個別ケア会議や包括圏域会議等を重ねて、地域課題を地域関係者と共に検

討する機会を持ち、多様な主体が連携する支援体制づくりに取り組む。 

【認知症施策の推進】 

・ MCI を含む認知症の人と家族への支援に関して、「新しい認知症観」に基づき

各種講座や認知症カフェ、家族介護者交流会を開催する他、「認知症のきづき

チェックリスト」や「声を聴くシート」を活用し、認知症の早期発見や対応、理解

促進、支援体制づくりに取り組む。 

・ 多くの人が集まる場等で開催する出張相談会や広報の場で、地域包括支援セ

ンターの総合相談窓口の役割を持つことの周知啓発に取り組む。 

【介護・フレイル予防の推進】 

・ 圏域内で運動自主グループが活動していない区域(米ケ袋、霊屋下、本町)を

会場に介護予防教室を開催し、介護予防への意識が高まるよう動機付けに取

り組む。また、参加者には運動自主グループ化を働き掛けていく。 

・ 運動自主グループや介護予防教室、地域のお祭り等の場でフレイル予防に関

する啓発活動を行い、住民へ広く介護・フレイル予防を働きかける。 

青 

葉 

区 

上杉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たなマンション、スーパー、医療機関等の建設により、環境変化が著しい 

・生計困難な方の長期的支援、世帯支援(高齢・障害、8050)、制度の狭間で対応

困難な方、支援拒否など問題が混在しており、他機関との連携が不可欠 

・認知症に関する相談は増加傾向、初期段階での相談が少ない 

（R1～R6の相談集計結果より、介護保険に続き 2番目に多い相談内容） 

・医療機関、警察、企業、金融機関等からの相談の他、遠方に住む親族からの相

談や再来相談も増加 

・マンション等に住む独居高齢者や身寄りのない方が増加 

・転居による人の出入りも多く、社会とのつながりが希薄化している 

・町内会への未加入者も多く、民生委員や福祉委員も把握しきれていない 

・町内会、民児協、社協等の担い手が不足しており、協力体制構築が難しい 

・各団体の地区割りが別になっている地域において、関係者同士での情報交換や

共有の出来る仕組みが十分に確立できていない 

・若い世代が多い地域だが、世代間交流等の活動把握が十分にできていない 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・地域包括ケアシステムの体制強化を目指し、既存のネットワークの他、新たに

民間企業や世代間交流を視野に関係構築を図る 

・地域の見守りや支え合いの体制づくりの為、圏域が跨る地域関係者同士で情

報交換を行い、支援の充実を図る 

・複雑化する課題に対応出来るよう、多職種や多世代など一体的に支援でき 

る体制を作る 

⑵ 認知症施策の推進 

・「新しい認知症観」の普及啓発に向け、様々な団体(若い世代等)へのアプロー

チを行う 

・地域で認知症高齢者を支える仕組みや共生社会づくりの推進を目指し、支え合

える体制の強化を図る 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

・フレイル予防アウトリーチ事業により早期に介護予防が出来る仕組みを作る 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

上杉 →高齢化率 18.9％（R6.10時点）で仙台市の平均より低い ・ICT機器の活用を行い、地域の声など情報収集ができる体制を整備する 

・地域別、年齢別など地域課題の分析を行い、関係者間での共有を図る 

⑷ 重点地域へのアプローチ 

・相談集計結果をもとに事業が展開できるよう、データの精度をより高める 

・地域課題について情報把握に努め、共通認識で事業展開できるようにする 

青 

葉 

区 

国見 ・独居で身寄りがなく、かつ認知症または精神疾患のような症状が現れている高

齢者に関する相談が増加している。 

・圏域内に入院設備を持つ精神科病院があり、65 歳以上の精神障害者の居住が

多い。また、高齢者と同居している子の課題（8050 問題）に関する相談も増加し

ている。 

・圏域は市中心部近郊でマンションが多く、マンションによっては連合町内会に入

会しないケースがあり、民生委員・福祉委員が居住している高齢者を把握しきれ

ない状況がある。 

・町内会長が毎年変わり、情報交換や共有が図りにくい地区がある。そのため、

そのつど新しい町内会長へ圏域会議への参加を働きかけたり、地域包括支援セ

ンターについて説明しているが、町内会長によって理解が得られる場合とそうで

ない場合がある。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・積極的に地域へ出向くことで、地域包括支援センターの周知と理解促進を図

る。また同時に、社会資源及び住民ニーズを把握し、地域住民と共に情報の共

有や課題解決に向けた検討、役割の確認を行う。 

・圏域会議や個別ケア会議の開催を通して、地域住民はもちろん、医療・介護・介

護予防・生活支援・住まいにかかわる関係機関との連携を深め、関係する全て

の人たちと有機的なネットワークづくりを行う。 

・医療・福祉等関係機関の連携組織である「はちまん連携の会」に世話人として

引き続き参加し、研修等の企画を通して地域福祉の向上に取り組む。 

（２）認知症対策の推進 

・認知症に対する正しい理解の普及啓発を図り、地域住民と共に当事者が住み

やすい地域づくりに取り組む。 

・認知症高齢者やその家族が、必要に応じて専門的な医療や介護等の支援にア

クセスすることができるよう、日頃から関係機関との関係構築を図る。 

・“独居で身寄りがなく判断能力も低下している”といったようないわゆる困難ケー

スに対して、どのような支援または関わりが可能なのかを地域住民や関係機関

とそれぞれの役割を共有する。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・高齢者が生きがいを感じながら、フレイル予防や生活意欲の向上に取り組める

環境づくりを行う。 

・地域の中で交流できるような居場所づくりを行う。 

・新たな自主グループを創設するなど、介護予防に資する取り組みが実現できる

よう関係機関・団体と協働し、担い手の育成や活動継続の支援を行う。 

青 

葉 

区 

木町通 

 

 

 

 

１．地域コミュニティの多様化と衰退、体制構築に地域差がある。 

地域の担い手の高齢化と後継者不足から地縁活動が衰退している。地域住民は

解散した町内会から他町内会への移行も難しく、地域の役割を自立して行わざる

を得ない状態がある。「民生委員児童委員」の存在・役割を知らない等の他、地域

・高齢者及び認知症高齢者数の増加と社会情勢の変化に伴い、重層的に課題

のある高齢者や家族、関係機関からの相談等に対し、丁寧な対応を念頭にお

き、効率的効果的な事業展開により、地域や関係機関との連携ネットワークづく

り、認知症対策及び介護予防の推進に取り組む。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

木町通 との関わりを望まない高齢者が増えている一方で、従来のコミュニティを継続でき

る住民もおり、地域コミュニティが二極化している。マンション等集合住宅では、非

常に関係性が希薄な場合と日頃の見守りから防災時の体制構築が整備されてい

るケースもあり、管理組合の考え方に委ねられている。 

２．認知症の人への住民理解と対応に個人や地域によって違いがある。 

早期発見が難しく、緊急対応が必要なケースが多い。また、早期に発見されても

在宅継続可能な方が施設へと移行する場合もある。地域によっては、住民による

見守り体制が構築され、自宅での生活可能なケースもあり、地域差がみられてい

る。地域住民から「施設入所」を強要する言動がみられることもあり、理解と対応

に個人差が大きい。金銭的・身寄りなし・虐待等重層的課題のケースが年々増加

しており、関係機関との連携体制の強化が求められている。 

３．介護・フレイル予防の推進の関心度・取り組みの個人差がある。 

健康意識の高い地域住民はセルフケアが充実し、各施設やイベント等を利用して

いる一方で、生活機能の低下等に気づきを促す支援をタイムリーに行っても本人

の意向があり、自立した日常生活の継続につながらないケースも多い。 

・「木町通ささえの輪」「木町通の事例検討座談会」「地域ケア会議」等の事業で

ICTを活用し、会場参加が難しい方等の参加につなげるよう取り組む。 

・「木町通ささえの輪」「木町通包括認知症サポート団体推進事業」による様々な

活動に取り組む。 

・令和４年度より継続中の仙台市バス乗務員対象の高齢者・認知症研修を令和

７年度も継続して行う。 

・令和４年度より継続開催している「名もなきサークル」を定期的に開催し、通い

の場を継続していく。開催に当たっては、地域住民ボランティア等の協力を得

て、高齢者が活躍できる機会や場の確保に取り組む。 

・支倉保育所やぴぼっと支倉、早稲田イーライフ青葉、木町通市民センター等の

関係機関と協働し、多世代交流が図れる場等の創出に取り組む。 

・圏域内薬局ネットワーク事業を開始し、多職種交流や連携を図っていく。 

青 

葉 

区 

双葉ヶ丘 ・「行政、専門職、サービス事業所等が考えて対応してくれて当然」という考えの方

が多い。 

・世代間の価値観の違いから地域団体の運営に支障をきたし始めている様子が

伺える。 

・一方で、「地域の力は必要だ」と考え、積極的に活動をしている方もいる。 

～より多くの住民が「北仙台地区で生活してよかった！」と実感できる地域共生

社会を目指し、住民、地域団体、企業等が知恵や力を出し合って未来に備え、

誰もが活躍できる地域づくりに取り組みます～ 

◇アウトリーチ機能の強化 

・地域活動への関わりを増やすとともに、様々な場所へ出向いて広報活動を行

い、支援が必要な方の窓口が包括支援センターであることの広報を行う。 

・SNSを活用し、若い世代への広報や活動参加を促す。 

◇「認知症になっても、ともに希望を持って生きることができる」という新しい認知

症観へ転換する取り組みの推進 

・認知症の正しい理解を広げる 

・活躍（活動）の場の創出 

◇地域の課題解決対応力の向上 

・ともに考え、行動する機会を作っていく。 

・北仙台地区ふくし事業所連絡会「ふわっと」への参加、活動 

青 

葉 

区 

葉山 

 

 

 

担当圏域である三条中学校区は荒巻・通町・国見・八幡小学校区からなる。圏域

の高齢化率は 24.28％、仙台市高齢化率 25.24％と同等程度である。事業対象者

を除く要介護等認定者率は 21.40％と市全体の 19.80％に比べるとやや高く、引き

１ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても安心して暮らし続ける事が出来る

よう、地域を作る関係機関や地域住民と連携を図りながら取り組む。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

葉山 続き介護・フレイル予防の啓発や取り組みが必要である。また、家族や社会との

つながりが希薄で、居住支援法人を通して転入するもその後も複数の課題を抱え

る方等の相談が増加している。 

【荒巻地区】荒巻小学校区の高齢化率は 26.23％で市全体（26.19％）とほぼ同じ。

初回相談の結果からは、70 歳代前半からの相談件数が昨年度より 10.1％増加。

特に男性の相談件数が増加している。独居に対する不安から見守りをして欲し

い、地域とのつながりを持ちたいと言う相談等が寄せられている。 

【通町地区】通町小学校区の高齢化率は 21.78％で仙台市全体（26.19％）より低

いが、通町市営住宅や支倉県営住宅での高齢化率の上昇が懸念される。初回相

談集計結果からは 70 歳代前半からの相談が昨年度より 13.1％増加。障害者支

援事業所や薬局など様々な関係機関からの相談が見られている。 

【国見地区】国見小学校区の高齢化率は 27.98％と仙台市全体（26.19％）と比べ

やや高い。初回相談の集計結果からは男性の相談が全体の 62％と女性を上回

り、相談内容も多岐にわたり医療機関や民生委員から寄せられている。 

【八幡地区】八幡小学校区の高齢化率は 23.96％と仙台市全体（26.19％）と比べ

やや低い。初回相談の集計結果から、新坂町からの相談が昨年度に比べ 7.6％

増加している。また介護保険に関する相談は昨年度より 16.7％減少、介護予防に

関する相談は 9.1％増加している。 

・包括圏域会議の開催・チームオレンジ Leaf の継続・介護支援専門員と民生委

員を対象にした研修会の開催・荒巻支え合いセンターの後方支援・個別ケア会

議の開催 

２ 認知症施策の推進 

認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続ける事が出来るよ

う、認知症の人と家族の声や視点を重視しながら、共生社会づくりの推進のため

に取り組む。 

・介護予防教室の開催・チームオレンジ Leaf の継続・既存の認知症カフェの開催

と新しい場所での創設・認知症サポーター養成講座の開催（三条中学校・荒巻

小学校・通町小学校・荒巻マイスクール児童館・通町児童館）ヘルプカードの普

及啓発・認知症パートナー講座の開催(通町地区社協民児協)・地域版認知症ケ

アパスの更新 

３ 介護・フレイル予防の推進 

心身ともに健康で元気に生きがいを感じながら自分らしく生活できるよう、地域の

身近なところで介護・フレイル予防、健康づくりに取り組む事の環境づくりを進め

るために取り組む。 

・地域住民が介護・フレイル予防、健康づくりに対する意識を高められるよう、デ

ジタル機器などを活用しながら圏域全体で予防教室を開催。・地域のキーパー

ソンになりうる方の発掘。・フレイル予防サポーターの意識調査を行う。・スーパ

ーや銀行、郵便局などでの出張相談会の実施・自主グループやサロン、老人会

活動の後方支援 

青 

葉 

区 

台原 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小松島地区は昭和初期、台原と旭ケ丘地区は昭和 30年代以降に急速に開発さ

れた戸建て住宅地である。台原と旭ケ丘地区では昭和の終わりから平成にかけ

て建設された高層住宅が幹線道路や駅近郊に点在している。マンションやアパ

ートが増えているが、町内会では入居者の実態把握に苦労している。 

・丘陵地帯（特に旭ケ丘）で急な坂道や狭い道が多く、高齢者にとって徒歩での外

出（ごみ出し、買い物、地域行事への参加）に苦労する環境である。 

・圏域内の高齢化率は 22.01％と市全体の高齢化率（25.2％）に比較し少し低い

が、高齢者のみの世帯が増えている。 

・多くの住民組織（町内会、地区社協、民児協等）では役員等の高齢化が進み疲

弊の色が見えているが、担い手がおらず後任が見つからないという声が多く聞

かれる。そのため、地域課題の解決にまで取り組む体力がなく、既存の会議体

①地域で共に見守り、支え合う地域づくりの推進 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、機能強化専任職員を中心に職員全員

がチームで地域にアウトリーチするとともに、日常の個別支援や個別ケア会議

の実施等により、3小学校区毎に地域の実情や課題等を把握していく。 

・地域課題の解決に向けて、これまで共に地域づくりに協働してきた住民組織や

医療福祉関係者をはじめとする様々な機関・団体との連携強化を更に深めると

ともに、商店や企業、学校、若い世代などの新しい力も巻き込みながら、課題解

決型の協議体づくりを目指す。 

・地域づくりにあたって、地域福祉を中核的に推進する仙台市社会福祉協議会

（青葉区事務所）の第一層生活支援 COや CSW等との連携強化を図っていく。 

②認知症になっても誰もが安心して暮らせる共生社会づくり 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

台原 等が課題解決型の協議体になっていない。 

・新築の戸建てやマンション等には若年世代が流入しているが、子ども会が解散

している町内会も多く、地域活動にかかわる若年世代が少ない。子ども会がある

町内会でも、子ども会と町内会の関わりが薄い傾向がある。 

・コロナ禍を挟んで休止となった地域活動が再開しているところと、再開できずそ

のまま解散に至ったところがある。 

・地域全体に新しい認知症観の理解を広げていけるよう、認知症カフェへの住民

の参加や地域の集い場における講話、チラシや広報誌等を通じて周知啓発を

行っていく。また、積極的に認知症サポーター養成講座やパートナー講座を実

施するとともに、住民が住民を支えるチームオレンジの立上げ繋げていく。 

・認知症の当事者やその家族の声を聴く機会を地域に増やしていけるよう、当事

者が気軽に参加できるカフェづくりを進めながら、地域の中でピアサポーターに

なりうる人材を発掘していく。 

③介護予防・フレイル予防に住民主体で取り組める地域づくり 

・住民自ら介護予防やフレイル予防に取り組む意識の醸成に向けて、各種事業

については圏域内の専門職（OT・PT、管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師等）と

連携・協働し、地域の実情や課題を踏まえ戦略的に取り組んでいく。 

・既存の自主グループ等の活性化とともに、圏域に新たにフレイルサポーターを

養成し、その仕組みを活かして住民が住民の健康を支える地域づくりを目指

す。 

青 

葉 

区 

花京院 

（※圏域は

青葉区・宮

城野区にま

たがる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当圏域は 7 つの小学校区を含み、商業地区/新旧の住宅街で構成され、地域・

町内会活動に温度差が見られる。全般的には、高齢化が進行し、身寄りのない独

居高齢者・家族関係が疎遠で多問題を抱える高齢者・社会的接点が希薄なご家

族と同居される高齢者等が増える一方で、見守り等の地域活動を支える担い手

不足といった課題が深刻化してきている。 

１、地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

 分野横断的視座に基づき圏域内の関係機関と連携維持/強化を図ると共に、

地域包括支援センターサポートシステムを活用することで、地域住民のニーズ・

地域課題・地域資源の理解を深める。関係機関との連携を基盤に、既存の住民

主体活動の状況に応じた柔軟なアプローチを積み重ねることで、住民同士の支

え合い・重層的ネットワークの拡充に努める。 

２、認知症対策の推進 

 認知症の方とその家族の心情に配慮し、“共生”を前提とした「新しい認知症

観」の普及啓発及び認知症の人と家族が主体的に活動できる地域環境の整備

を、認知症カフェ・認知症サポーター養成講座等の活動やピアサポートの場/認

知症サポーター等との連携を通じて、継続して推進する。また、認知症の早期発

見・早期対応が図られるよう、認知症初期集中支援チームや認知症疾患医療セ

ンター等をはじめとした関係機関との連携を深め、多職種連携による認知症の人

と家族の一体的支援体制の充実を目指す。 

３、介護・フレイル予防の推進 

 地域の高齢者の方々が、その人らしく、住み慣れた地域で安心且つ主体的に

生活が続けられるよう、ICT/デジタル機器等の活用ニーズが拡がることも想定

し、関係機関と連携を図りながら、セルフケア/地域支え合い/フレイル予防/社会

参加の重要性の普及啓発及び活動機会創出に努めると同時に、個々の生活状
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

花京院 

（※圏域は

青葉区・宮

城野区にま

たがる） 

況に即した「自立支援」のケアマネジメントを推進する。 

４、丁寧且つ適切な相談対応の徹底 

 地域の方々がより相談し易い組織となるよう、日々の業務実践を通じて、伴走

型相談支援体制を想定した、丁寧且つ適切な相談・対応を徹底します。 

５、センター組織における良好な業務環境の維持及び適切な人材育成 

 職員相互のサポート体制に対する意識を高め、本質的なチームアプローチを目

指すことで、各職員が、法令遵守の徹底と同時に、専門職としての意見を出しな

がら主体的に業務に取り組める職場環境の構築を図ります。その上で、サポート

意識に根差した人材育成を推進します。 

青 

葉 

区 

大沢広陵 ・相談件数は昨年度 367 件今年度 330 件（2 月末時点）と減少傾向であるが、「福

祉施設の利用」5 割増、「福祉サービス」3 割増、「住宅改造」「虐待」がほぼ倍増

とこれまでよりも相談内容が多岐にわたっていることがわかった。相談者数は

「市町村外の家族」5 割増「ケアマネ」2 割増と家族関係の変化とケアマネが支援

を必要とするケースの増加がわかった。 

・相談内容、支援内容から分析する圏域の課題 

①60 代・70代の対象者の増加。対象者の若年化。 

②家族関係が希薄である、家族が近くにいても援助し合うことができないなど家

族関係の変化。 

③高齢になることのイメージが持てず備えがないまま要支援状態になる対象者の

増加。 

④家族が経済的に依存しあっている世帯、所得が十分にあっても生計を立てるこ

とができない世帯など経済的に課題を抱える世帯の増加。 

・安定した運営を目指して体制を整備する。 

・業務の簡素化、データ化に努め働きやすい環境を目指す。 

・事業と、職種の連動性、連続性を意識した事業を行い地域課題が整理されつつ

ある。今後は参加者にも意図が伝わるような内容で展開する。 

・困難な支援について例年通り関連機関と連携していく。 

・認知症については一昨年度、昨年度に引き続き「認知症は暮らしの中に当たり

前にある」ことを基本方針とし、個別支援のノウハウを蓄積する。地域、関係機

関と共有しながら対応力を高める。 

・これまで構築してきた関係機関との連携や支援体制については、よりよいもの

にするよう連携の機会を持ち続ける。 

青 

葉 

区 

あやし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上愛子小地区：農村部は過疎化進行。 

（現状）代々同じ家族が住んでおり若年層の都市部への移住などが原因で７５歳

以上の人口は 1,000人を超え増加傾向。高齢化率 46.8％。 

商業施設はコンビニや小売店のみ。公共交通機関まで移動する手段がなく、自動

車がないと日常生活を送ることが困難な地域。掃除や農水路の維持、地区の役

員を歴任するなど高齢者が自身の生活だけではなく地区を支え続けなければい

けない状況。 

（課題）老々介護、認々介護、障老介護、買い物難民、通院難民、遠距離介護、地

域の結束力の衰退、居場所づくりや見守り。 

愛子小地区：宮城地区の中核エリア。 

⑴  地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

日常生活上の支援が必要になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続け

ることができるよう、地縁組織や関係機関、地域の支援者間のネットワーク構築

と強化に取り組みます。 

また、地域ケア会議等を通して各種機関、団体と連携を図り、地域に新たな社会

資源を創出できるよう地域づくりを行っていくことを基本方針とします。 

⑵  認知症施策の推進 

認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続けることができるよ

う、認知症の方の視点を尊重しながら、地域や職域、学校関係者等、幅広い対象

に向け認知症の普及啓発を行います。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

あやし （現状）３０代４０代の生産年齢層減少、70歳以上の人口増加。高齢化率 22.9％。

相談者は女性のほうがやや多く、年齢別では７５歳以上の相談が６割強。病院や

地域の関係機関からの相談受付数 4 割。スーパーや医療機関は点在している。

道路は比較的平坦な道が多い。古くから住む世代と新しい世代が混在。 

（課題）世代間交流、老々介護、認々介護、障老介護、所得格差、孤立化、居場

所づくりや見守り。 

錦ケ丘小地区：坂の多い丘陵地帯の住宅地。セキュリテイが充実。 

（現状）７５歳以上の人口は５４４人と少なく高齢化率は 12.4%と他地区と比較する

と低いが、１０年前と比較すると 65歳以上の人口増加率は２倍。 

（課題）ゴミ捨てや雪かき等を支える社会資源が少ない。居場所づくりや見守り、

移動弱者への支援、認知症の方の運転。生活機能低下防止のための介護予防

の取組がより重要。認知症介護。 

栗生小学校地区：比較的平坦な道が多い。 

（現状）世帯数の変動はあまりないが、４５歳以下は減少、４５歳以上の人口が

年々増加。ライフスタイルの多様化、近所付き合いの機会の減少に伴い町内会や

子供会の未加入者増加。健康上や天候を理由に外出する機会が減少。地域交

流スペースまで移動できず地域とのコミュニテイが薄れる。高齢化率 22％。 

（課題）認知症介護、介護離職、障老介護、遠距離介護、8050 問題、居場所づく

り、見守り。 

広瀬小学校地区：広瀬川南部沿いにある住宅地が多い。 

（現状）大きな商業施設がなくコンビニや移動販売所などで補う。集会所までの道

程が遠いとの理由でサロンへ参加できなくなる高齢者が多く通所型サービスの利

用を選択する方が多い。血縁関係からの相談が多い。高齢化率 21％。 

（課題）75 歳以上の一人暮らしが増加。後期高齢者世帯に何らかの日常生活上

の支援が必要となる。軽度認知症、老々介護、認々介護、障老介護、社会的孤

立。 

また、医療・介護・福祉・地域の関係者と連携し、認知症の疑いがある方を早期

に発見し、早めの対応に繋げるための体制構築に取り組みます。 

⑶  介護・フレイル予防の推進 

心身ともに健康で元気に生きがいを感じながら自分らしく生活することができるよ

う、多職種の専門的視点を取り入れながら、地域における集いの場等のインフォ

ーマルサービスを活用した自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントを行いま

す。 

また、介護予防に取り組むことができる住民主体の通いの場を充実させ、運動等

だけでなく、人と人とのつながりや楽しみ、生きがいなどの役割を持って生活でき

るよう社会参加が促せる地域づくりを推進していきます。 

青 

葉 

区 

国見ヶ丘 

 

 

 

 

 

 

 

○中山・川平地域（中山中学区） 

・中山地域は昭和 40 年代から住む住民が高齢化し、独居や高齢世帯が多い。ま

た、転出、施設入所等で高齢者が減っている地域がある。 

・坂が多く、ゴミ捨て、買い物、冬場の雪かきなどが困難となる例が多い。 

・地域組織は高齢化で担い手不足ぎみ。活動が縮小傾向。 

・新築戸建て住宅に、若い世代の転入もある様子。アパート等も多く、生活保護世

帯もある。 

計画性・目的意識をもち、相談・支援の効率化と質の向上をはかる。 

認知症への対応・介護予防・地域資源の把握、開発などに、地域の関係機関と

連携しながら取り組むことにより、住み続けられる地域づくりに努める。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

国見ヶ丘 ・運動自主グループはあるが、歩いて通える範囲全てにはない。 

・川平地域は活動が町内会単位となっており、独立性が高い。 

・買い物に交通手段が少なく、難しい例は多い。 

○吉成中学区 

・雪が多く、雪かきは課題。 

・近くに商店、バス停もなく、買い物が困難になる例は多い。 

・地域活動はあるが、担い手の高齢化、世代交代の課題がある。 

・障害者や独身の子との同居高齢者が目立つようになり、8050 問題が懸念され

る。 

・地域の活動者の考え方に温度差があり、地域活動の偏りがある。 

・民生委員の交代等により、困った時の相談窓口がわかりにくい部分がある。 

【課題】 

・担い手の問題 民生委員の欠員があったり、活動メンバーが固定化・高齢化して

おり、コロナ以降再開しない活動や、解散したり、縮小している団体もある。 

・その結果、外出交流の場が減り、体力が落ちた等の相談がある。 

・転入した若い世代との交流が少ない。 

・生活支援や孤立の問題 一人世帯で、ゴミ出しの課題はあるが、地域と関わり

が薄く、ごみ屋敷になるなど。 

・坂道、遠い、バスの便が悪いため、「通院や買い物が大変」「つどいの場に行け

ない」声がある。 

・孤食や栄養バランスの偏り、もの忘れや認知症の相談が目立つ。 一人暮らし

で何かあったときに助けを呼べない人がいる 

青 

葉 

区 

南吉成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

・担当圏域の高齢化率：折立中学校区： 34.39 ％ 南吉成中学校区： 34.61 ％ 

・進行性疾患に関連する介護保険の代行申請や医療機関からの相談に関しての

件数が、前年度と同様に多かった。また、生活拠点と共にしない家族等からの相

談が前年度の二倍と大きく増加した。 

・自主グループに新規メンバーが少しずつ加入し、運営方法の見直しもスタートし

ている。 

【課題】 

・複数の問題を抱える世帯の相談ケースが増加。 

・包括支援センターとして対応が困難なケースへの支援の組み立てを関連機関と

１． 地域活動を通じて、住民が主体的に介護・フレイル予防に取り組み、地域の

専門機関等と連携を図りながら、一体的な支援が行う事ができるよう仕組み

つくりと、予防に関する関心を深められるように支援を行う。 

２． 認知症になっても、ともに地域で希望をもって生活する事ができるよう、「新し

い認知症観」の普及啓発に努めるとともに、住民の声を取り入れながら、一

緒に認知症の理解を体現する。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

南吉成 共同で検討する必要性がある。 

・フレイルアウトリーチ支援などを通じて集積した課題を整理し、開催地区ごとのフ

ィードバックが出来ていない。 

青 

葉 

区 

桜ヶ丘 ・地域の高齢化により支援を必要としている高齢者（事業対象者や要支援認定者

含む）の増加傾向が続いており、介護保険申請依頼が多い。 

・地域の高齢化もあり、介護予防及び認知症を正しく理解するための取り組みや

普及啓発が必要となっている。 

・住民同士の支え合いに地域差があり、地域での支え合いが進んでいない町内

（地域）がある。 

・防災に対する取り組みについて地域包括支援センターや社会資源との連携を進

めていく必要がある。 

・桜ヶ丘地域に県営住宅等あり、住民活動を把握しきれていない町内会がある。 

・町内会単位での住民活動を把握しきれていない。 

・精神状態、身体状況が重度化してからの相談が増えてきている。 

・経済的に困窮している世帯がある。 

・地域住民が認知症を正しく理解するための取り組み・普及啓発を行ない、新し

い認知症観へ転換できるような取り組みを進め認知症となっても住み慣れた地

域で孤立することなく暮らし続ける事の理解を推進していく。 

・住民同士の支え合いの重要性について理解と関心を深め、関係機関と連携し

ていく。 

・閉じこもりがちの高齢者に対して外出、活動機会への情報提供を行なう。 

・介護予防支援、委託先の居宅介護支援事業所との連携を継続していく。 

・引き続き関係機関等との「顔の見える関係づくり」を行なっていく。 

・防災への備えや取り組みについて、町内会等での住民活動の把握を行い地域

関係機関と連携を進める。 

・地域包括支援センターが相談窓口であることの周知を継続して行っていく。 

・介護・フレイル予防の推進として、アウトリーチ支援事業の実施、パンフレット等

を上手に活用しながら介護・フレイル予防の必要性を伝えていく。 

青 

葉 

区 

小松島 

（※圏域は

青葉区・宮

城野区にま

たがる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 幸町地区 

エレベーターの無い県営住宅・市営住宅・UR 賃貸住宅が多く建ち並び、独居高齢

者や高齢世帯が多い。障害関連施設や精神科病院デイケアへ通う障害者が多く

住んでいる地域でもある。そのため、高齢者だけでなく高齢者と同居している何ら

かの精神・発達障害を抱えた家族やセルフネグレクトに関する相談が多くなって

いる。 

⚫ 幸町南地区 

大型商業施設と県営住宅・市営住宅・マンションが多く建ち並び就労世帯も多い。

支援ケースの傾向は幸町地区と類似しており、８０５０問題が顕著である。 

町内会長の大半は単年度交代しており、R4 年～６年にかけ２か所の町内会が解

散（高層・セレーノ）している。連合町内会としては今まで会長の交代が続き不安

定であったが、R5 年度に連合町内会長が交替し R6 年度秋祭りを開催できたの

で、今後の地域組織活動が発展することを期待したい。 

⚫ 枡江地区 

二の森は急勾配な坂道が多く、古くからの戸建て住宅がほとんどで、閉じこもりに

よる高齢者の孤立や地域との繋がりの希薄化が課題としてあげられる。 

⚫ 幸町地区 

 制度の狭間にある世代の支援に結びつかないケースや、何らかの精神・発達

障害を有した子と同居する高齢者の相談等がこの数年増加していることから、

重層的な支援体制づくりにむけた関係諸団体とのネットワークの構築を働きか

けていく。 

 集合住宅が多い地域にて階段昇降が持続でき外出の機会が増えるよう、フレ

イル予防をはじめとする介護予防教室を集中的に実施する。 

⚫ 幸町南地区 

 連合町内会として防災訓練を今年度は取り入れていく予定とのことにて、連合

町内会長との連携を密にし活動へ関わっていく。 

 町内会単位での活動を活性化できるよう、介護予防教室やお茶飲み会などで

の後方支援を行う。 

⚫ 安養寺・自由ヶ丘地区 

 R7 年度開始の安養寺地区社協による「子どもたちと協働した安養寺地区マッ

プづくり」の会合に参加し、地域と多世代の繋がりづくりが充実できるよう後方

支援を行う。 
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資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

小松島 

（※圏域は

青葉区・宮

城野区にま

たがる） 

R４年度に連合町内会長が交替して以降、地域団体連携の協議体である「枡江ま

ちづくり委員会」が開催出来ていない。その傘下である「まるっとサポート委員会」

（地区社協主体の協議体）は世代間交流を中心とした活動を展開してきたが、他

の関係機関とのつながりが希薄となっていることを危惧し枡江まちづくり委員会の

必要性を痛感している様子。連合町内会との意見交換を通してまちづくり委員会

を再開していきたい。 

⚫ 安養寺・自由ケ丘地区 

地区社協としてのサロンやカフェは 4 町内会が独自に行っており、地域催事や住

民の繋がりづくりについても、各町内会が地域の人材や社会資源を活用して独自

に展開してきた。R６年８月、社協主催の４町内会合同の花火大会が初めて開催

され、おやじの会の協力もあり多世代の住民が多数参加し地区全体に一体感が

生まれた。 

その一方、子供会役員の負担が多い理由から脱会する世帯が多く R6 年３月で２

か所の子供会が解散となる。地区社協が企画している子どもと協働の活動計画

に期待したい。 

⚫ 小松島地区 

昨年度完成した６福祉区の地域防災マップを地区防災訓練時に貼り出し、浸水被

害が多い地域であることを広く啓発できた。Ｒ6年 10月から小松島コミセンの建替

え工事着工のため、R7 年の「小松島福祉コミュニティ祭り」は休止となる。地域諸

団体役員の高齢化が目立っているため、祭り等の活動が再来年度再開出来るよ

う若い世代の地域活動参入が必要であるが、それを課題と感じていない様子が

ある。 

⚫ 圏域全体 

公営住宅・生活保護世帯が多いため生活困窮に関わる相談や、障害を有した子

と同居する本人の複合的・重層的な支援が増加している。 

 独自のボランティア組織・助け合いに与する構成員の後方支援を行う。 

⚫ 枡江地区 

「枡江地区まちづくり委員会」の再開にむけ、連合町内会への働きかけを密にし、

地域諸団体のネットワークを再構築する。R6 年度行えた枡江小学校・地区社協

と協働した高齢者疑似体験・高齢者と小学校とのお手紙交流・認知症教室を今

年度も開催できるよう各所に働きかける。 

⚫ 小松島地区 

「小松島企画委員会」で R6年度に作成した 75歳以上の住民アンケートを民生委

員を通して現在配布中。R7 年度はアンケートの結果をもとに地域の現状と課題

を分析し、課題解決にむけた協議を進めていきたい。 

若い世代が地域活動に参入できるシステムづくりを協議していきたい。 

宮 

城 

野 

区 

岩切 

 

 

 

 

 

 

 

圏域全体の人口は 18,204 人、そのうち 65 歳以上 3,758 人、高齢化率 20，64％

（R6.10 月時点）で前年度とほぼ変わらず。岩切駅周辺は住宅地や商業施設が並

んで若い世代も多いが、その他の地区では農業を営んでいる高齢者が多い。高

齢化、過疎化しているバス通りは震災以来商業施設が減少。交通が分断されて

いる余目地区では田子余目間で「たごあまるめ号」（地域交通）が試験運行中。高

齢者の健康面を支える活動としての介護予防運動自主グループは 6 つから 5 つ

へ減少。サポーターの高齢化に伴う担い手不足の問題がある。地域住民の関係

〇地域・関係機関との連携、ネットワークづくり 

・多世代交流の促進に向けて、小中学校、児童館、家庭健康課等を中心にネッ 

トワークを構築し、今まで連携していた機関ともつながりを持ちながら、地域全 

体で支えあえる仕組みを推進する。 

〇認知症施策の推進 

・認知症が重度化してからの相談が多いため、地域住民に向けて早期相談をす

ること、インフォーマル資源や認知症疾患医療センターなどにつなぐことを促進
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

岩切 性、地域を元気にしたいという気持ちを維持するための支えが虚弱で、モチベー

ションの維持が難しい。認知症の相談も年々増えており、重度化している状況で

家族が疲弊しているケースもある。 

していく。 

・認知症が進行して重度になってから相談を受けることが多いため、早期に相談

を受けた方々へインフォーマルなサービス（認知症カフェ、認知症家族会等）を

つなげることを継続する。 

〇介護・フレイル予防の推進 

・要介護にならず、元気に過ごせる高齢者が増えるように、健康教室の実施やフ

レイルサポーターとともにフレイルチェック測定会の実施や勉強会などの開催を

推進していく。 

・担い手発掘のため、元気な高齢者には支え手側として活動してもらえるように 

アプローチしていく。 

〇介護予防にかかるケアマネジメントの実施 

・地域とのつながりを維持しながら、無理のない柔軟な支援で自立に向けた意欲

の向上につなげる。本人の希望する生活行為を目標に支援する。 

〇介護支援専門員に対する支援 

・研修会や事例検討会等の開催による実践力向上支援、同行訪問やサービス担

当者会議への出席等を通じ個別ケースのサポート、介護支援専門員同士のネ

ットワーク構築支援等行う。 

〇地域ケア会議から多施策への波及 

・地域ケア会議を通して、認知症のケアに関するネットワーク、医療と介護のネッ

トワーク、地域住民同士のネットワークを構築する。 

宮 

城 

野 

区 

東仙台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎新田地区 

町内自体の高齢化率は約 14％（昨年より微増）。昔からある新田 1～5 丁目は

新田１丁目の 23％をはじめ、全て 15％を超えている。特に今まで高齢化率が一

番低かった新田 5 丁目については着実に高齢化率が上がっており、今後も増加

が予想される。新興住宅地の新田東 1～5 丁目は全て一桁台だが、10 年前は高

齢化率が一桁台前半だったのに対し現在は後半になっており、高齢者人口も約 3

倍に増えている。 

新田 1～5 丁目へのセンターの周知は以前から図れているが、新田東 1～5 丁

目についてはマンションが多いこともあり周知は十分に行えていない。 

センターへの相談内容は介護保険に関することが中心。介護サービスの利用

にそのまま繋がることが多い。 

地域自体は各組織に若い世代の地域住民を多数配置しており、地域で必要な

・引き続き多世代への周知活動を行なう。又、多世代による地域づくりの協働の

為、高齢者分野に限らず幼稚園や児童館、小中学校、PTA、障害分野等様々な

機関との関係構築を図る。 

・新しい認知症観の浸透を含めた地域づくりを目的に引き続き認知症講座や認

知症カフェを開催する。特に認知症講座については地域の認知症サポーターと

協働にて企画運営を行ない、より地域に根差した講座にできる様努める。 

・サロン等地域の集いの場の状況を鑑みながら、既存のサロン等の見直し等後

方支援を行なっていく。又、既存のサロン等の後方支援を目的に、圏域内の関

係機関と協働で地域版リハビリ職派遣事業を展開する（展開に伴い、地域住民

から早期に心身等の相談が入りやすい環境づくりを行なう）。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

東仙台 役職に割り当てられている。一方で介護予防教室や認知症講座、認知症カフェな

どの参加者は増えているが、各町内が共通して小地域ネットワークのサロン活動

を年 1～3 回開催する程度。住民主体の高齢者の活動の場が少ない。一方で既

存の防災訓練や盆踊り、コミセンまつりを多世代交流の場と考えており、今後も発

展させていきたい等の意欲が感じられる様になっている。 

センターとしては昨年度位から今年度にかけて高齢者分野に限らず保育園、児

童館、小学校、中学校、PTA 役員などの機関とも関係を持てるようになっている。 

◎東仙台地区 

町内自体の高齢化率は約 25％（昨年より微増）。約 8 割の町内が 25％を超え

ている。 

新田地区同様、センターへの相談内容は介護保険に関することが中心。東仙

台地区は地域住民主体の活動の場がいくつかあり、インフォーマルの紹介も適宜

行っている。 

サロン等の活動自体は参加者の確保の確保はできており、センターも都度参

加し後方支援を実施している。ただし担い手の高齢化、担い手不足の課題があ

る。又、多世代交流の場がない（まつり等あるものの交流の意識が少ないのか、

効果的に活用されていない様子が見られる）。 

東仙台地区も児童館、小学校、中学校と連携を図れている。小学校においては認

知症サポーター養成講座の開催等展開も図れる様になっている。 

宮 

城 

野 

区 

宮城野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化率は 19.64％ R6.10（←19.20％ R5.10）と低いが微増 

圏域内総人口（29,401 人 R6.10 ←29,647 人 R5.10）が多いために、65 歳以上

の人口(5,775人 R6.10 ←5,692 人 R5.10 ： 83人増）が多い。 

圏域内の要支援要介護認定者・事業対象者数が 1,205人と、63人増えた。 

新規とプレ新規（6 か月以上の間を置いて）の相談件数は 354 件と、R5 年度と横

ばい(１月末まで)。相談内容は昨年度と同じく介護保険の申請と通所介護利用に

ついて、また配食サービス利用についての相談が多い。相談元は、本人からが変

わらず多く、病院からの連絡が増えた。また、独居の相談が増えた。年代は、80

歳代が多少減少したが最も多かった。 

古くて安いアパートに生活保護受給者が転居してくることが多く、ごみ屋敷や不衛

生で健康管理ができておらず、体調を崩し、そしてまた新しい人がやってくる、とい

うように回転率が高い。 

認知症については、「なるかもしれないもの」「他人事ではない」と意識は変わって

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

＊孤立死・孤独死の防止のため、地域・関係機関と連携し、見守り体制づくりに

取り組む 

⑵ 認知症施策の推進 

＊高齢になっても認知症になっても、自分らしい生活を送ることができるように、

認知症を自分事としてとらえ、“新しい認知症観”の普及と自立支援の推進に

努める 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

＊健康を維持し、生きがいを持った生活を続けるために、介護予防・フレイル予

防への関心を高め、健康を自己管理できるよう啓発する 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

宮城野 きているが、自分事としては捉えられず、自身の物忘れや判断能力の低下を認め

たくないというケースが多い。 

災害時の支援体制づくりについても同様で、講座直後の意識は高いが、「他人事

ではないが自分事とも考えられない」町内会が多い印象にある。 

老後の備えについての意識が低い。金銭管理ができなくなったら、一人暮らしが

難しくなったらどうするかなど、自分事として考えておらず、判断能力が低下して

から相談につながるケースが多い。 

R6 年度は、孤独死のケースが増えた。包括で関わっていても、本人は生活は自

立できていると思っているが、弱った時にどうするかを備えとして考えていないた

め、本人よりも周囲が困ってしまうことになる。 

宮 

城 

野 

区 

榴岡 

（※圏域は

宮城野区・

若林区にま

たがる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・榴岡地区はマンションが多く、新しいマンションはオートロックによるセキュリティ

管理が厳重な所が多く、訪問しても門前払いされることがある。 

・マンションに住む認知症や精神疾患の方に対し、すぐに地域から排除しようとい

う傾向がある。過度な見守りから監視につながっていることがある。  

・地域との交流を求めない人が増えてきた傾向にある。 

・連坊、木ノ下地区は古くからの一戸建て、高齢者世帯、高齢単身者が多く、 

８０５０問題で身寄りのないケース、身寄りが遠方ですぐに駆けつけられない、緊

急連絡先として機能しないケースが増えている。 

・セルフネグレクトでかなり体調が悪化した状態で相談されるケースがある。 

地域の高齢者が生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安心して自分らしく過

ごせるように、地域包括支援センターが地域連携の拠点となり支援していきま

す。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

高齢者が日常生活上の支援が必要になっても、安心して暮らしていけるように障

害者・こども等を含む圏域内の関係機関との連携を強化するとともに、地域の

住民や活動団体による見守り・支え合い活動の充実に向けた支援を進めてい

く。 

・ケア会議等で多職種との連携を深めるとともに、そこから抽出された地域課題

を明確化し、解決に向け区と連携して取り組んでいく。 

・サロンの推進や新たな担い手を発掘し、ニーズとサービスのマッチングなど、地

域活動の充実を図れるよう支援する。 

(2) 認知症施策の推進 

・認知症サポーター養成講座、パートナー講座の開催と周知活動で、認知症にな

っても、ともに希望をもって生きることができるという新しい認知症観へ転換でき

るように取り組む。 

・認知症の人が役割を持つことで希望や生きがいを持って暮らし続けることがで

きる地域づくりのための環境を整備していく。 

・認知症の人と家族が孤立することがなく早期相談につながりその人に合った支

援が受けられるような体制づくりに努める。 

・認知症の人と家族の想いや認知症バリアを把握し、課題解決に向け認知症の

人や関係機関と連携し取り組んでいく。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

榴岡 

（※圏域は

宮城野区・

若林区にま

たがる） 

(3) 介護・フレイル予防の推進 

・セルフケアや地域での支え合いが重要であることについて普及啓発を行う。 

・ICT・デジタル機器等を活用した介護予防の取り組みを行う。 

・自主グループや地域団体へ介護・フレイル予防に資する取り組みが出来るよう

に継続的に支援を行う。 

宮 

城 

野 

区 

高砂 ・令和 3年から圏域内の総人口は減り続けている（令和 3年 4月 28,748人、令和

6 年 4 月 28,165 人）が高齢者人口は増え続けている（令和 3 年 4 月 6,294 人、

令和 6 年 4 月 6,640 人）。また、要支援・要介護認定者も増え続けており（令和 5

年 5 月 1,081 人、令和 6 年 3 月 1,197 人）、引き続き介護予防・フレイル予防に

ついての取り組みが必要になっている。 

・認知症グループホームと協力し、白鳥地域の地域ケア会議を 6年度は 2回開催

した。3 つの町内会のうち 2 つの町内会と老人クラブが出席してくれたが、1 ヶ所

だけ参加がなく、電話でのやりとりもできないためファックスで連絡しているが、

反応が薄い。 

・認知症の妻を持つ男性を、当事者が参加する認知症サポーター養成講座や認

知症家族会の介護講座に誘い、参加してもらったが、「男は女の人のように優し

くなれない」と言われ、他の男性介護者と話をしたいと希望されたため、6 年度は

一度、他の男性介護者に声をかけて話し合いの場を設けた。 

・住民が参加しやすいよう、町内会の集会所を中心に介護予防教室を開催し、介

護予防の普及啓発を図る。 

・東北医科薬科大学病院や訪問看護ステーション・金融機関やスーパーに協力

を仰ぎ、フレイル予防の普及啓発に取り組む。 

・グループホームと協力しながら、引き続き白鳥地域の地域ケア会議を開催し、

住民が課題と感じている住民同士の交流について検討していく。 

・高齢者の在宅生活を支援する体制づくりに向け、圏域会議を活用し、認知症に

関するテーマで関係機関や住民等と協議する。 

・他機関や専門職等と連携し、地域住民に新しい認知症観を広める。 

・男性介護者の話し合いの場を継続開催することで、介護者の孤立、虐待の防

止につなげる。 

・パン屋の協力を得て店内で開催する「ふわこっぺカフェ」や、老人福祉センター

と共催で行う「ゆうゆうスマイルカフェ」等を定期開催することで、認知症の相談

場所、情報を伝えるとともに、認知症になっても過ごしやすい地域づくりを行う。 

宮 

城 

野 

区 

福田町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圏域全体の高齢化率は 23.52%で小・中学区により地域の特徴がある。 

・今年度の総合相談件数は月平均 87.9 件であった。相談の多くは複合的な問題

を抱えており、家族とは疎遠であったり、医療に繋がっていないケースが多く介

護保険を申請するにも主治医意見書の記入先が見つからず支援が停頓するこ

とが多かった。 

・生活困窮度が高い人ほど相談が来たときには問題が大きくなり、いくつもの課題

が絡み合ってしまってからの相談になっていた。 

<田子中学校区＞田子小学校区の高齢者率 22,26％ 高砂小学校区の高齢化率

21,30% 

① 市営住宅が 4か所ある。独居や高齢世帯が多く、周りとの関係性が薄い。孤

立している高齢者が多い。孤独感の状態が長期化すると，認知症や精神疾

患の発症率も高くなっている傾向がある。 

② 田子西こだまの町内会は連合町内会に所属はしていない。次年度も現在の

誰もが年を重ねても安心して暮らし続けられる地域をつくるために様々な関係機

関の方と支援体制を構築する 

① 相談先としての包括の周知と相談しやすい環境つくり 

 ファミリーマートみやぎ福田町店、七十七銀行扇町支店や圏域内郵便局３か

所でチラシの配布を行い、包括の周知を行う。 

 必要に応じて各機関へ相談し、幅広い情報収集に努める。 

② 認知症の普及啓発と地域の事業所との連携 

 認知症カフェを定期開催する。当事者の講話を開催したり認知症を正しく理解

できるようにする。 

 圏域の地域密着型事業所と定例会を開催し、事例検討や情報共有を行う。 

 認知症パートナー講座を開催する。 

③ 介護予防の普及啓発と必要な地域活動への支援 

 介護予防教室を 20回開催する。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

福田町 体制を継続する方向。 

③ 二人暮らしだった世帯は年数が経ち独居世帯となり、引きこもる独居高齢者

が増えてきている。 

＜鶴巻小学校区＞  鶴巻小学校区の高齢化率 25,41％ 

① 古いアパートが多く、単身の男性の相談が多い地域で町内会に所属してい

ないため、地域でも把握できていなかった方を認知症やアルコールの問題

から把握し支援が始まるケースが増えている。 

② 経済的困難な方の相談も多く部屋の中がゴミで散乱しているケースも少なく

ない。 

＜岡田小学校区＞  岡田小学校区の高齢化率 32,63％  

① 同居率が高く、昔からの結びつきが強い地域であるが、認知症や介護保険

の理解が十分ではないため、家族で抱えているケースが多い。 

② 防災集団移転により既存の町内会に入ったが、なかなか交流が進んでいな

い。 

【課題】 

① 相談が来た時にはいくつもの問題が絡み合っているケースが多くなってい

る。 

② 認知症や精神疾患が進行した孤立している高齢者の相談が年々増えて 

きている。 

③ 介護保険を申請したくても医療機関の受診をしていないケースが多く、本人の

受診拒否や主治医意見書を記載してくれる医師がいないことで支援が停頓

する 

 介護予防教室や地域の行事等で、フレイルチェックやオーラルフレイルチェッ

クを実施する。 

 商業施設等で多職種と連携してフレイルアウトリーチを継続する。 

 南蒲生、新原田、下岡田、田子西、田子西こだま、田子西 3 丁目の運動教室

の支援を行う。 

④ 地域つくりに向けた関係機関との連携 

 包括圏域会議を小学校区ごと年 3 回、全体会を年 1 回、テーマを具体的に地

域課題に合わせて設定する。 

 圏域会議にて取り上げるテーマについては、個別ケア会議を経て抽出された

地域課題と関連して行う。 

 各地域で集いの場をつくり、孤立する高齢者をつくらないような支援を行う。 

⑤ 介護支援専門員への支援 

 ケアマネカフェは高砂包括と合同で年 2回開催する。 

 ケアマネジャー研修会を宮城野区内の包括と合同で年 3 回開催し、介護支援

専門員同士の情報交換ができるようにする。 

 必要なケースには地域ケア会議や支援者会議を開催し、多職種や事業所か

らの意見を聞きながら課題解決を支援していく。 

各小中学校区別基本方針 

＜田子中学校区＞ 

① 相談先としての包括の周知の拡大を図る 

② 高齢者が孤立しないように、集いの場を定期的に開催する。 

＜鶴巻小学校区＞ 

① 相談先としての包括の周知の拡大を図る。 

② 独居高齢や身寄りのない高齢者が多い地域なので、民生委員、介護支援専

門員との支援体制を構築する。 

③ 地域で行うサロンや集まりの場でアルコールの話をし、啓発を行う。 

＜岡田小学校区＞ 

① 相談先としての包括の周知の拡大を図る。 

② 沿岸部の地域への健康教室や茶話会等への支援を続ける。 

③ 地域活動の中で、認知症の理解や高齢者虐待防止などの啓発を行う。 

宮 

城 

野 

燕沢 

 

 

西山中学校区を 3つの小学校区に分け、地域支援を行っている。 

・「担い手不足」の問題が圏域内で年々深刻化しているも、輪番制であった町内会

① 介護予防、フレイル予防に取り組める地域づくり。 

② 自立支援に資するケアマネジメントの実践。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

区 燕沢 長が、「地域福祉活動に対して新たな考えや改革をしたい」という思いから継続し

て会長職に就いてくださる動きがみられている。半面これまでの地域福祉の在り

方と様変わりするような考えや思いがあり、今後の地域福祉活動の根底にある

「連携」の取り方の工夫が必要となる時代へ入ってきたと感じている。町内会の

活動に合わせた支援が必要である。 

・8050問題、精神疾患を抱えるなど相談が多岐にわたり複雑化することが多く、セ

ンターのワンストップサービスとしてのトリアージ機能を高める必要がある。その

ため相談機能強化として宮城野区社会福祉協議会、障害者相談支援事業所、

小・中学校と連携を強化していかなければいけない。また、それが重層的支援体

制や地域共生社会の構築に向けた動きへ展開していくことになるという共通認

識を持ち取り組む必要がある。 

・地域の身近なところでフレイル予防の環境づくりに努めた。地域の担い手不足に

対して、シニア世代が関心を持つ取り組みを行うことが、地域活性化の一助とな

ることを感じた。 

【地区別課題】 

・燕沢地区…丘陵地帯に位置する古くからの住宅街。地縁関係が深い地域であ

る。今年度は障害がある子どもと同居をしていることが分かるケースが多かっ

た。そのため、申請をして要介護認定、支援が進まず火災が発生した事例など

支援に至るまでの経過を考えさせられるケースが多かった。 

・西山地区…11 町内会で形成されている。町内会長が輪番制を取られている町

内会が多く、例年 5 名が会長変更となる。西山学区町内会連合会定例会に出席

し、小中学校、町内会長との関係性を強化するように努めている。今年度は認知

症を発症して重度化してからの支援が多く見られた。民生委員が安否確認をし

て医療へ繋がるなど地域での支え合いから支援へ繋がるというケースがあっ

た。 

・枡江地区…圏域の中でも高齢化率が高く、特に安養寺 2丁目においては高齢化

率が３４％に達している。地域の担い手である民生委員の体調不良により、地域

支援において話し合う機会が全体的に減少し、新たな地域支援の担い手となる

方への声掛けが難しい地域である。関係機関それぞれの活動が活発であるが、

個別支援のケースも非常に多く、連携をした地域づくりをどう進めていくかが課

題である。 

③ 新しい認知症観を含めた理解と支え合う体制づくり。 

④ 住民主体の地域づくりに向けての働きかけ。 

⑤ 地域包括ケアシステム構築に向けた地域ネットワーク化（地域包括支援セン

ター業務サポートシステムの活用など） 

⑥ 機能強化専任の連携とアウトリーチの強化。 

⑦ 各地域課題の抽出と課題解決に向けた働きかけ。 

⑧ 関係機関との連携体制を強化し、相談に応じた支援体制づくり。 

⑨ 業務の効率化・働きやすい環境づくり。 

宮 

城 

鶴ヶ谷 

 
・鶴ヶ谷団地造成から 55 年の歳月が過ぎ、担当圏域人口は 13，551 人でうち 65

歳以上の人口は5,058人。高齢化率は３７，33％と宮城野区内においても高い状

① 地域の関係団体やサービス事業所が連携し、健康増進や介護予防につなが

るよう、かつ、高齢者が活躍できる環境や関係性ができるよう支援していく。 
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地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

野 

区 

鶴ヶ谷 態(令和 6年４月１日現在)。人口減少はあるが若い世代の流入により 65歳以上

高齢化率は減少傾向であるものの、依然として後期高齢化率は増加傾向であ

り、それに伴い 65 歳人口比の事業対象者・要支援・要介護認定率も増えてい

る。特に高齢者人口における介護保険認定軽度者割合（高齢者人口における事

業対象者～要支援２の認定割合）が仙台市内全包括の中で最も高いことから、

地域包括支援センターへの負担も大きい。 

・介護予防教室や講話など、地域への啓発活動を行うが、参加者が少ない。定期

的な参加者はいるが、無関心層へのアプローチが難しい。 

・コロナ渦で減った地域活動は回復傾向だが、後期高齢化率の増加による世代

交代によって、顔の見える関係が希薄になっている。情報の共有を図るシステム

や、認知症の高齢者や精神疾患を含む障害者に対する地域での生活を支える

基盤が揺らいでいる。 

・専門職を配置する福祉事業所からも、独居世帯で身寄りのない権利擁護支援を

必要とするケースや、障害を抱えているご家族と同居されているケース(8050 問

題)の相談が増加しているため、顔の見える関係の再構築は事業所間でも必要

と考える。 

・高齢者虐待問題、消費者被害問題における直接的な被害の相談が依然として

ある。また、表出してないケースも多く、普及啓発の継続が必要。 

② 認知症や精神疾患をはじめ、多くの課題を抱える困難事例を通じ、高齢者福

祉事業所だけでなく、障害分野の専門職や多職種・多世代の連携が図れるよ

う支援する。また、住民がその課題を我が事ととらえ、希望を持って自分らし

い生活が継続できるよう、専門職とのネットワークができるよう支援していく。 

③ 事例検討会や研修を通じ、近隣の介護支援専門員の資質向上はもちろん、

関係性のある福祉事業所とも情報交換を密に行い、介護分野における人材

の育成基盤となれるよう支援していく。 

④ 包括内専門職の専門性向上と地域包括支援センターとしての対応力向上を

図り、圏域内での相談窓口機能の向上に努める。 

⑤ 今後の圏域内高齢者の複雑化する課題に対し、高齢者分野だけでは対処が

難しくなると考えられるため、共生社会を見据えて多職種連携、多法人連携、

多世代間の交流などを一体的に支援する。 

若 

林 

区 

六郷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 地域の見守り、支えあいの必要性が高まっている 

高齢化率が 30.85％(R6.10.1現在)となり、市内でも高い水準となっている。30.43％

(R5.10.1 現在)→30.76％(R6.4.1 現在)と増加傾向にある。また、75 歳以上人口率

も 16.79％(R6.4.1現在)→17.22％(R6.10.1現在)と増加している。 

独居や高齢者のみの世帯が増え、多世代同居でも日中独居や日中高齢者のみ

の世帯も多くなっているため、地域の見守り、支え合い体制の整備が必要。 

2. 認知症の知識と認知症の方への理解の普及 

古くからの住民間では支え合いの土壌ができている一方、包括に相談が入る前

に家族、地域が限界を迎えてしまい虐待など状況が深刻化してから表出するケー

スもある。地域で普段から支え合うことができていても認知症が疑わしい場合は

早めに相談してもらえるよう認知症について地域住民の理解が深められる取り組

みが継続して必要。 

3. 介護・フレイル予防の推進 

要介護等認定者数・事業対象者数が 811人(R5.9.30現在)→830人(R6.9.30現在)

1.地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・支援の必要な高齢者の早期発見のために、地域の関係機関(町内会、民生委

員、主任児童委員、福祉委員、老人クラブ、交番、病院、薬局、商店、金融機

関、介護保険事業所等)や高齢者以外の分野(障害、子ども等)との連携を強化

する。 

・地域の住民や活動団体による見守り、支え合い活動の充実に向けて、地域の

福祉意識を醸成できる場作りに取り組む。地域ケア会議や認知症教室等を活

用し、支え合いの地域づくりを支援する。 

2.認知症施策の推進 

・新しい認知症観の普及のために、認知症教室の開催や町内会活動等への協

力を継続する。認知症の知識と認知症の方への理解を深め、新しい認知症観

への転換を図り、本人と家族のそれぞれの困り事や希望を確認し総合的に支

援していく。 

・新たな担い手の育成を目指し、住民同士の支え合い活動へ繋げて行けるよう
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地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

六郷 と増加傾向にある。また、コロナ禍で制限された地域活動が再開されても参加が

なくなった住民や会員が集まらないなどの理由から解散する老人クラブが出てくる

など、通いの場、活動の機会が減少している。活動継続に向けた支援や生活機

能の低下予防が必要。 

4. 災害時の協力体制を強化 

海や名取川が近く、津波や川の氾濫等水害の危険性が非常に高い地域。そのた

め住民の防災意識は高く、町内会ごとに体制を整えているがそれぞれ体制が異

なっている。また、包括で把握していない要援護者の情報を町内会や民生委員と

すり合わせをし、災害時の支援体制の確認・強化が必要。 

地域の福祉意識の醸成を図る。元々地縁関係が深い地域であり、古くからの住

人は困った時にお互い助け合う風土ができている。認知症教室では、参加者が

それぞれ発言する時間を設け、地域での困り事や普段思っている事を言葉にし

て理解し合える場を作ることで地域の福祉意識を高めていく。また、早期に相談

につながるよう、認知症教室や講話を通しその重要性を伝えていく。 

3.介護・フレイル予防の推進 

・地域高齢者が介護予防、フレイル予防に取り組める環境を作る。ICT 等様々な

フレイルチェックのツールを活用し、自分の状態を「見える化」することで介護予

防、フレイル予防、健康づくりに取り組めるよう支援する。 

４.災害時の支援体制の強化 

・町内会や民生委員と災害時要援護者のすり合わせを行い、情報共有を図る。

また、圏域内に居住する要介護者の現状について担当介護支援専門員に確認

する。医療依存度の高い方のリスト作成・更新を行う。 

若 

林 

区 

沖野 沖野地区令和 6年 10月現在で、総人口 13,718人うち 65歳以上 3,843人高齢

化率 28．01％で 75歳以上高齢者は 2,182名で 102名と大幅に増加している。総

合相談 R6.4月～R7.1月迄計 649件（昨年度より 35件増）独居世帯や高齢世帯

も増えて来ており、入院や疾患などにより要介護認定やサービス利用調整が非常

に多くなって来ている。65歳に満たない方等の相談も上がって来ることもあり、他

機関と調整を行う時間も多い。 

【総合相談：虐待や引きこもり、生活困窮、身元のいない方、障害・精神疾患の子

どもと同居などケースが多様化、複雑化して来ている】 

【町内会や地域によって見まもりやサロン活動等に温度差が出ており、地域住民

の支援が十分でない】 

【スーパーが 2店閉店、2店新規オープン：買い物難民の可能性あり】 

基本目標の実現に向け、高齢になっても住み慣れた沖野の地域で安心して自分

らしく生活できるよう取り組んでいく。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

圏域内の医療や介護、予防、生活支援、住まいの関係機関のほか、包括ケアシ

ステム構築に向け障害者支援や市民センター、児童館等と連携協力する。地域

内課題を把握し、生協移動販売等と連携しマッチングを図る。 

（２）認知症施策の推進 

地域の認知症高齢者の人と家族が尊厳を保持しつつ希望をもって暮らし続ける

ことが出来るよう認知症の人と家族の声や視点を重視しながら認知症カフェ開催

継続に努める。 

地域版認知症ケアパスを更新作成し、初期相談や支援体制の整備に努める。認

知症家族交流会開催継続を支援し、認知症の人とその家族のピアサポートの場

の提供を行う。 

判断能力の低下して来た認知症高齢者について、まもりーぶの活用や成年後見

制度など権利擁護を活用し、権利が侵害されない様支援する。 

（３）介護・フレイルの推進 

セルフケアの重要性や、地域での支え合い等が重要であることについて普及啓

発を介護予防教室やフレイルアウトリーチ事業、個別ケア会議にて周知して行

く。 
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若 

林 

区 

河原町 圏域の高齢者人口は、5,108 人（令和 6 年 9 月昨年＋27）。高齢化率は 23.9％

（+0.4％）。仙台市より 1.3％低く、若林区より 0.7％高い。圏域全体が平地で、住宅

地である。圏域に流れる広瀬川の河川敷が散歩コースとして市民に親しまれてい

る。 

東北本線を挟み東西で、地域性が異なる。 

仙台市街地に近い西側（南材地区）は、町内会の会数 25。地下鉄の駅も近く、商

店街、医療機関も充足しており便が良い。駅近く、特に圏域北西エリアに学生向

けのアパートが増えており、街並みも変化し地域との交流が全くない方も多い。高

齢化の進んだ築古マンションもある。駅から離れた地域は、一軒家や古い借家ア

パートが多く高齢化率も高い。 

圏域東側（若林地区）は、町内会の会数20。若林西市営住宅近隣は、スーパー等

商店があり、利便性が良い。一方、若林 6 丁目 7 丁目は、4 号バイパスで分断さ

れており、生活圏域が沖野地区。活動場所が限定されている。 

【課題】 

①町内会により、地域活動の格差がある。（地域のリーダー・キーパーソンの存

在、集会場所の有無等に起因） 

②マンションが複数存在するが、高齢者の情報が周囲から入りにくく、対応が遅

れる傾向にある。 

③若林地区に、低所得者が集中する築古借家が点在している。困難な課題を抱

えた高齢者が多く居住するが、地域との交流が乏しく、情報も入りにくい。 

高齢者が健康で生きがいを感じながら、心豊かに自分らしく活躍することができ

るとともに、地域で共に支えあい、将来にわたり誰もが安心して暮らし続ける事が

できる社会の実現を目指す。住民が、いくつになっても「生きがい」「自分らしさ」を

保ちながら多世代の交流・活動を継続できる地域づくりをサポートする。住民が

主体的に心身の健康を保ち介護予防に取り組めるよう、多角的に支援していく。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「情報が入ってくる」「高齢者支援のための協力を得る」等、協力者を増やす目

的で、地域サロンの活動継続支援 

・包括圏域ケア会議、個別ケア会議を積極的開催 

・社会資源の把握と、連携を図るための顔の見える関係作りの強化 

（2）認知症対策の推進 

・家族会の開催（拡大展開） 

・認知症の人と家族への一体的支援プログラムへの協力 

・市民センターと連携した認知症講座等の開催 

（3）介護・フレイル予防の推進 

・介護予防に向けた ICTの活用促進（アクティブポイント利用推進） 

・フレイル予防アウトリーチ事業を薬局連携で実施 

若 

林 

区 

七郷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】令和 4 年度より新たに法人変更に伴い、七郷地域担当して３年経過した。

前包括より引継ぎを受け、切れ目なく地域全体や個別ケースの地域支援関係者

や区役所職員と連携をとって支援を行ってきた。しかし、猫の多頭飼育・妄想疑い

によるトラブル相談が、近隣だけでなく居住地区へと影響が広がっていくケースが

ある。また集合住宅内で、近隣の方の心配と当事者の問題意識の温度差が大き

く、支援につながらないケースがある。 

【課題】単身や高齢者世帯のキーパーソンがいない場合での対応を当事者の承

諾がない為、課題解決につながりにくい。障害を持っている子と同居している高齢

者が病気やけがにより自宅で暮らせない場合、子の暮らしへの支援を想定して、

通常時から関係機関と連携する必要がある。 

１， 圏域の課題・・妄想疑いによる近隣トラブルについては、以前からかかわっ

ている町内会役員や警察と連携して、別居している家族へつながるよう連携

を継続する。高齢者と同居している障害を持っている子供について通常時か

ら障害関係機関と情報を共有し、支援の準備態勢を構築していく。 

２， 総合相談・・地域の関係する各機関及び住民へ地域包括支援センターの役

割を周知し、早期に相談してもらえる体制を整える。合わせて各相談内容に

合わせた対応できる職員に知識や面談技術の質の向上を図る。 

３， 権利擁護・・昨年同様地域内の金融機関への対応を継続する。また虐待事

案について、本人・家族に意識がない場合が多く各機関と連携し経過の共

有・必要時対応ができる様準備する。 

４， 包括的・継続的ケアマネジメント・・地域に居住する要介護認定者の現状・災

害発生時の対応について、担当している介護支援専門員と情報を共有す
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七郷 る。必要に応じて個別ケア会議開催できることを周知する。 

５， 認知症関連・・認知症サポーター講座終了者のパートナー講座の開催、認知

症の学習会開催、カフェ開催時のボランテイア協力要請を行う 

６， 介護予防関連・・各地区サロンへの支援を行って、多くの情報を広報・周知

する。令和６年度要請したフレイルサポーターの活動を展開する。公園を利

用した運動教室を開催する。 

７， 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり・・年度初めの挨拶・ケア会議の

開催・年代を超えたつながりになる活動・災害発生時に対応について各集り

の機会に広報する。 

8，地域ケア会議・・七郷地区社会福祉協議会ブロックごと全体会議を開催する。

個別会議については地域及び介護支援専門員より相談受け開催する。 

若 

林 

区 

大和蒲町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大和地区： 

・悪化した状態で相談に至るケースが多い。独居率の多さ。近所同士、地域内の

関係性が希薄なため相談したり、助けを求められない状況であるため心身機能

の悪化が進んでしまう。 

→地域の支え手を増やすことが必要（認サポなど） 

・地域の見守り、支える体制が脆弱（民生委員の負担増）。町内会・地区社協のマ

ンパワー不足、活動意欲の低下。地縁組織内の高齢化や帰属意識の低下、役

割を持っても目的が理解できていない。 

→団体が目的を共有できる会議・研修会の定期開催、地域支え合いの必要性を

啓発する活動をしていくことが重要。各団体の良さを引き出して、仲良く活動でき

るよう仲介することが包括として求められるポジション。 

・集合住宅居住者が困難化しやすい。居住者同士の関係希薄さ、過干渉、プライ

バシー問題、自治会が機能していないなど。民生委員の負担増につながってい

る。 

→自治会（管理組合）や管理人との関係構築。連絡・協力体制をつくることで早期

発見につなげることができる。 

・住民が参加できるサロンが少ない。（不定期開催のため参加人数の少なさやク

ローズドな会になり新規参加者が確保できない） 

→各町内に定期開催できる活動の場があることで外出機会の創出や相談や見守

り機会を増やすことができる。 

蒲町地区： 

・霞目（南側）住民の買い物の不便さがある。 大型店舗があるが歩いて通うこと

が高齢化による体力低下があり買い物に行くのが難しい住民が多い。 

→生協（荒井店）との連携 

 『年齢と諦めずやりがい・生きがいを見つけよう！！』 

～安心して楽しみを持って自分らしく生活できる地域を目指して～ 

①地域の支え手を増やす（高齢者でも支える側になれる意識を持ってもらう） 

地域の中で病気、障害、支え合いの理解を広げ、マンパワーを育む。 

・町内会・地区社協の研修会での講話（目標 3回） 

・地域ケア会議の開催（多様な団体に参加を呼び掛ける） 

・地域貢献活動の検討と実施。 

②大和地区の地縁組織間の連携を深める。 

・町内会、地区社協、民生委員が集う会議を開催し、交流を図り目的を共有す

る。 

③住民の健康意識・活動意欲を高める。 

・サロンなどの集まりがない地域でのサロンを開催し、住民との新たなつながりや

健康意識を向上できるような機会を作る。 

④集合住宅内における早期発見、対応方法の確立。 

・集合住宅内にてケア会議を開催し、関係者同士のつながりや連絡・対応方法に

ついて協議する（モデル的な集合住宅をつくる）。 

⑤認知症（障害）に優しい地域を目指す。 

・認知症サポーター養成講座の開催（年 3 回目標）しリスト化し活動の場を持って

もらう。 

・企業、学校向けに認知症サポーター養成講座開催の呼びかけ 

・地域におけるピアサポーターの発掘（各事業所や団体に声掛けし探す） 

⑥アクティブな高齢者を増やす（漫然とした生活から地域・社会参加） 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

大和蒲町 ・単位町内において運動できる場がない。コミュニティセンターや市民センターまで

通えない住民が多い。 

→集会所単位での運動機会を作ることで、運動意識（フレイル予防）を啓発するこ

とができる。 

地域共通： 

・市営住宅内での支え合い風土がなく孤立化や困難ケース化につながる。入居者

同士の無関心さ、または過干渉により新たな問題が増えたり複雑化する。 

→市営単位でのケア会議を開催することで関係者（支援者）を増やして、定期的

に情報交換や役割について確認していくことが必要。 

・サロン、フレイル予防教室、各種会合などでの講話 

・フレイル予防の先を見据えた教室の検討・開催（医療介護、団体に協力要請） 

・気軽に参加できる地域活動（ゴミ拾いなど）を作り、継続する。 

・圏域内のボランティア、雇用の受け入れ先を探し、※1リストを作る。 

※1.活動などに至らなくとも自信や誇りにつなげることで、活気や生活への意欲

を高められればと考えています。 

若 

林 

区 

遠見塚 高齢者総人口 21.158人、うち 65歳以上人口 5.374人(前年比＋41人)、高齢化率

25.40％(前年比＋0.6％)、75 歳以上人口 2.915 人(前年比＋67 人)、75 歳以上人

口率 13.78％(前年比＋0.35％)、介護保険認定者数 1.149 人、事業対象者数 55

人。地下鉄東西線ができたことで、若い世代の転入増えている。一方で、高齢者

の単身・高齢者のみの世帯、障害者等と同居の高齢者世帯が多い。老朽化した

家屋、建物等が増えている。総合相談は、より複雑化した相談が増えている。認

知症や精神疾患、末期がん、経済問題、家族関係、虐待、成年後見、ゴミ屋敷、

家族への支援に関する相談も多い。さらに閉じこもりによるフレイルの相談も増え

ている。本人、家族からの相談はもちろん、病院や関係機関、住民からの相談も

多い。地域特性としては、関係機関や協力員等のつながりや地域活動は積極的

ではあるものの、地域によっての温度差がある。遠見塚コミュニティセンターの改

修工事が着工しておらず再開のめどが立たない。活動場所が減少する。若林区

中央市民センター別棟や近隣町内会の集会所を活用し、活動の場を継続してい

る。公的機関、医療、店舗、公園や集会所等の集いの場など利便性も高いが、地

域差がある。会場の減少により地域のサークル活動を妨げないよう調整していく。 

① 地域包括ケアシステムの重層化に伴い今まで以上に、住み慣れた地域で、

健康で実りある自立した生活が送られるよう理解を深めながら、地域住民や

関係機関がつながりを絶やさない、支え合うまちづくりを目指す。また、地域

の見守りネットワークの重要性について共有し、様々な形の支えの担い手づ

くりに向けて連携協力、研修会等を開催する。 

②  公的な高齢者総合相談窓口として、介護予防支援事業所として、地域全体

により広く周知を図り、医療機関、金融機関、各関係機関、司法、各福祉関

係事業所等との連携を強化し、迅速で適切な支援に繋げる。 

③  認知症に対して不安を抱えている方、認知症当事者やそのご家族を支える

取り組みとして、認知症カフェや家族のサロン・介護を終えた方の集いの場

等を開催し、埋もれることがないようにお便りや電話等を活用し、情報発信、

状況把握等を行っていく。 「遠見塚見守り隊」の活動についての協力依頼、

連携機能の充実。仙台市見守りネットワークの周知、活用に向けた支援を行

う。教育機関への挨拶まわりを行っていく。 

④ 地域住民が早期に「介護予防（フレイル予防）・認知症の理解」に取り組める

よう、地域のサロンや介護予防教室等を機会に健康教育を実施していく。閉

じこもりによるフレイルを防ぐための注意喚起を行っていく。 

太 

白 

区 

愛宕橋 

 

 

 

 

 

 

 

・愛宕橋包括圏域の総人口は 10,173人（前年比 22人減）、うち 65歳以上の高齢

者が 2，824人（前年比 19人増）、令和 6年 10月時点の高齢化率が 27.76％(前

年比 0.25％増)うち 75 歳以上が 1，638 人（前年比 35 人増）と後期高齢者は微

増傾向。 

・圏域内の大半が丘陵地で細い道路や坂道が多く、足腰の悪い高齢者の場合、

外出に影響があり、閉じこもり・高齢者の孤立など心身機能の低下のリスクがあ

る。重度化にならないよう、既存のサービスのみならず、地域の資源なども活用

・介護支援専門員に対し、「介護予防のための地域ケア個別会議」や「ケアマネ

ジャーとの情報交換会」を開催し、地域特性を知っていただくこと、高齢者がこ

れからも地域とつながり楽しみや生きがいを感じることができるような支援に活

かしていただけるよう、継続的に地域資源・インフォーマルサービスの情報提

供・発信等を行う。 

・認知症関連事業については、これまで構築されているあらゆる機関とのネットワ

ークの活用を継続し、認知症があるなしに関わらず、その方が望む生活の実現
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

愛宕橋 し、生きがいを持ち続けられる環境づくりや発信を続けていく必要がある。 

・独居や老々世帯･9060世帯、身寄りのない独居高齢者が年々増加し孤独死も目

立っている。古い貸家・アパートが多く、低家賃で保証人のいない方が入居でき

る物件が多数有り生活保護受給者や低所得者など生活困窮世帯が増えてお

り、権利擁護の対応や潜在的にも支援を必要としている高齢者が年々増加。 

・アパート 1 棟を外国語学校等で活用しているところが複数あり、そこに居住する

外国人が増加傾向にある。また、古いアパートを丸々一棟障害者施設、グルー

プホーム、セーフティアパートとして活用している団体が複数あるため、そのよう

な施設の情報を把握し相互理解をしながら地域に溶け込めるような共生社会を

目指すことが必要である。 

・圏域内には（歯科以外の）医療機関がないため、圏域外でも近隣の医療機関と

連携し合える関係性の構築を今後も広げていく必要がある。 

に向けて、その方自らが生き方を選択できるよう、地域住民に寄り添い、関係機

関との更なる関係性の強化に努める。 

・2025『地域ワンダー』in 向山の開催に向けて活動している実行委員組織との連

携が年々深まり、より一層様々な事業への発展へ繋がっている。 

年齢や組織・機関・国籍の垣根を超えて協働できる企画を通じて、この地域に

おける共生社会について、目指す姿のビジョンを確立し、浸透させていく。 

・介護予防事業では、地域の専門職や民間企業と協力しながら、フレイル予防や

高齢者の健康管理に関する正しい情報の提供を行い、住み慣れた地域で継続

して生活できる身体機能の維持・向上に努める。 

・権利擁護業務については、センターが相談窓口であることを機関紙やサロン活

動で普及啓発を継続。高齢者虐待について、通報があった際には的確に緊急

性を判断し、関係機関と情報共有しながら速やかに対応を行う。 

太 

白 

区 

八木山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

・人口の入れ替わりと共に高齢化率は低下も後期高齢化率は上昇 

R5→R6 （+45） （30.83→30.42％） （18.28→18.39％） 

・高齢化率低下も認定者数増（R5→R6 1348人→1418人） 

【課題】 

・認知症に関する相談件数の増加（R5年度→R6.1まで 97件→144件） 

 どうしようもなくなってからの相談、身近な支援者不在による関係性構築や受診

勧奨からの対応でケース毎の関り期間の長期化や複雑化 

・認知機能低下に起因することも多い高齢者虐待（疑い含む）の増加 

・ロコモティブシンドローム、フレイルに該当する人の相談増加 

・骨折や突然動けなくなったという類の緊急相談が増加 

１．地域包括ケアシステムの体制強化 

１）包括主導にて推進していくべきこと 

①地域状況の把握、積極的な情報の提供、資源発掘と情報発信 

②各地域活動・グループの継続（存続）の為の支援 

③認知症に関する取り組み→2として記載 

④介護・フレイル予防の啓発→3 として記載 

⑤個別ケア会議の実施等による地域課題の把握 

2）地域との連携を図り進めていくこと 

①他の支援機関、地域活動への後方支援（町づくり P、市民センター共同事業、仙台

八木山防災連絡会、地区社協、民児協、駅前ガーデン愛護会、東北工業大学 他） 

②地域支え合いの推進 

・話合いへの参加、連携してのイベント開催 等（ハーブプロジェクト、わんわんパト

ロール、みんなのカフェ等） 

・地域住民への情報提供、参加の促し 

・企画参加、アイディア提供 等 

③圏域内障害支援事業所と連携しての重層的支援体制構築（これまでの繋がり

継続と更なる連携強化） 

④ボランティアや自費有償サービス等の発掘や周知 

2．共生社会づくりのための認知症関連施策の強化※詳細は認知症関連業務 

①地域全体の新しい認知症観への転換促進（互いに支えあい地域で暮らせる！
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

八木山 を浸透させる） 

②早期相談の促進（本人・家族支援）（包括だよりでの広報、手軽な広報ツール

作成等） 

③新しい当事者参加型カフェの創設（圏域内事業所共催にて） 

④サポーター養成・パートナー養成講座開催（受講後の活躍の場の検討や利用

しやすい事業所増加を目指す） 

⑤帰宅困難者声がけ訓練の継続 

3．介護・フレイル予防の啓発推進※詳細は介護予防関連業務へ 

①包括だよりや集まる場での各種ツールを活用した気付きやセルフケアの促しと

意識づけ 

②地域の商業施設や医療機関などにも協力を仰ぎ普及・啓発の場増（ツールの

設置だけでなく簡単な測定会を呼び水とした啓発の場作り） 

③介護予防教室の開催場所や方法の工夫（隣接包括との連携や出張型） 

太 

白 

区 

西多賀 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●圏域の高齢化率は令和 6 年 10 月時点で 29.76%と年々上昇傾向。世帯の特徴

としても身寄りのない独居高齢者、家族が遠方、関係性希薄のためサポートが

困難な高齢者が増加。 

●8050(9060)問題といった複合的かつ支援終結まで時間を要するケースが増加。 

●虐待件数増加。また虐待疑いはあるも虐待者の精神疾患、8050 問題なども起

因し地域との関わりもなく事実確認が困難、もしくはアプローチに時間を要する

ケースが増加。 

●地域の見守りや支え合い体制において、地域ごとに温度差が見られる。 

●社協や民生委員、町内会、SBLなど、地域活動を支えている方が重複して役割

を担っており、担い手不足の問題は継続。 

１．地域・関係機関との連携・ネットワーク作り 

圏域内の町内会・民児協・ＳＢＬ・市民センター・医療機関・介護サービス事業

所・老人クラブ・金融機関・商店との顔の見える関係づくりを継続、また高齢分野

以外との連携強化も図りながら高齢者を重層的に支える地域ネットワーク作り、

地域資源の活用・創出を推進する。 

2.認知症施策の推進 

認知症の人や家族が早期相談につながり、早期診断や必要な支援、活動の

場への参加が継続できるよう医療・福祉機関との連携を強化するとともに、認知

症ケアパス・認知症カフェの普及啓発を継続。また、地域住民に対する勉強会、

サポーター養成講座、パートナー講座等の継続的活動を通じて、認知症を我が

事と捉え当事者視点での関わりについて理解を深め、地域全体で支える共生社

会づくりを推進。 

3.介護予防の推進 

地域の高齢の方々が、住み慣れた地域で主体的に活動が続けられるよう、関

係機関と連携を図りながら、様々な社会資源を活用して自立支援に資するケア

マネジメントを推進する。また、介護予防・社会参加の重要性の意識向上が図ら

れるよう、介護予防教室等や地域団体との共催事業を活用し、身近な地域での

活動機会の提供、介護予防・フレイルの普及啓発を図る。 

４.相談しやすい窓口対応の徹底 
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西多賀 地域の方々が相談しやすい窓口となるよう、常に迅速・丁寧に対応するととも

に、住民目線に立ったセンターの環境整備、情報整理を行う。また、各職員が専

門性を生かして主体的に他職員のサポートを行い、本質的なチームアプローチ

による支援に努める。 

5.センター事業への専門職の主体的参画 

 三職種及び機能強化専任職員がセンター事業に対して専門性を生かし主体的

に参画し、知恵、アイデアを出し合いながら前例に捉われることなく、地域特性に

即した事業に取り組む。 

太 

白 

区 

長町 【現状】 

・R6.4.1 時点で高齢者率 23.27％、高齢者数 7,922 人、要介護認定数 1,636 人

（R6.3.31現在） 

・相談内容は家族・親族からの介護保険に関する相談が多いが、医療機関、警

察、民生委員等からの相談も増えている。施設入所に関する相談や圏域外から

の相談者もある。 

・障害や精神疾患をもった家族との同居、身寄りがない、家族関係が薄い高齢者

もおり成年後見制度等が必要と思われる相談がある。 

・認知症について地域住民の理解を深めるため、カフェや講座等をとおして他人

事ではなく自分事としてとらえてもらうよう活動を行った。 

・自主グループへの支援やフレイルアウトリーチ支援事業をとおして地域住民が

健康に関心を持ってもらえるよう活動を行った。 

【課題】 

・高齢者数、要介護認定数も増加傾向で複数の問題を抱えるケースが増加、関

係機関との協力体制が必要である。 

・認知症高齢者の在宅生活が継続できる環境整備について、更なる地域住民の

理解と協力が必要である。 

・介護予防、フレイル予防に取り組める地域づくりの普及啓発を行う必要がある 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・地域ケア会議開催の推進を行い、多職種との連携を深め地域課題を明確化し

住民同士の支え合いの重要性について理解と関心を深めていく。 

・地域包括支援センター業務サポートシステムを活用し、地域の社会資源の分析

を行い、区等と連携しサロンの推進、担い手の発掘、ニーズとサービスのマッチ

ング等地域活動の充実を支援する。 

（２）認知症施策の推進 

・認知症の人と家族が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らし続けることが出来る

よう新しい認知症観の取り組みを関係機関と連携を図り進める。 

・認知症カフェ、認知症パートナー講座等の開催継続。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・心身とも健康で生きがいを感じながら自分らしく生活が出来るよう地域の身近な

ところでフレイル予防に取り組む。 

（４）丁寧且つ適切な相談対応 

・地域に親しまれ、高齢者の権利擁護の普及・啓発。災害や徘徊、虐待、消費者

被害等に対して敏速な対応が出来る総合相談支援窓口の役割を持つ。 

太 

白 

区 

郡山 

 

 

 

 

 

 

・圏域西部は交通網やお店が充実し、生活の利便性が高い一方、自治会組織が

ない大型高層マンションもある等、住民同士のつながりが弱く、困りごとを抱えて

いても潜在化したり、必要な情報が届きにくい。 

・圏域東部はバス路線が限られ、お店も少ないことから移動や買い物に不便を感

じている高齢者が多い。 

・令和５年度に郡山・八本松地域交通検討会が発足。令和６年１１月～地域交通

・センターが高齢者の総合相談窓口であることを多世代の住民に知ってもらい、

利用してもらうことができるように、地域に出向いて周知広報・相談を行う取組

みを継続する。 

・高齢男性向けの農業体験事業を継続し、健康や生きがいづくり、社会貢献の取

組みを第１層 Coはじめ関係機関と協働し進める。 

・郡山・八本松地域交通検討会へ参画し、新たな社会資源の創出に向けて地域
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郡山 バスが試験運行開始。包括も役員として参画しており、本格運行に向けた取り組

みをともに進めていく必要がある。 

・圏域全体の傾向として、介護予防教室等を開催しても男性の参加が少ない。 

・令和 7 年１月１日現在の圏域内の高齢者人口は 6,143 人と昨年度比 106 人増。

単身高齢者も増えている。セルフケア含め介護・フレイル予防の取組みの必要性

が高まっている。 

と協働し取組む。 

・地域の専門職と連携した権利擁護講座の開催等により、成年後見制度の活用

促進や消費者被害防止に向けた情報提供及び相談対応を進める。 

・地域の介護支援専門員や多職種と情報交換・事例検討会等を通して顔の見え

る関係づくり、互いに相談しやすい体制づくりを進める。 

・認知症カフェやサポーター養成講座等を通して、認知症の人の普段の暮らしや

工夫を共有し、「希望をかなえるヘルプカード」といった意思決定ツールの普及・

活用促進を図りながら、安心と希望を持って暮らし続けることができる地域づくり

を進める。 

・介護予防普及啓発のため、大学等と連携しながら介護予防教室を実施するとと

もに、地域の通いの場と連動させてセルフケアや身近な地域で介護予防の取組

みを続けることができる体制づくりを進める。 

・圏域ケア会議を他機関・第一層 Co と協働で開催し、地域防災の取組みや課題

の抽出を進める。 

太 

白 

区 

山田 【現状と課題】 

[太白地区:高齢化率 45.9%] 

・太白 1～3 丁目は市営住宅２７棟、県営住宅 8 棟、公社住宅 1 棟を含む丘陵団

地で独居、高齢者のみ、障害の世帯が多い。この地域だけで高齢者は 1,277 名

である。高層階の高齢者は生活状況が掴めず、安否不明や多量ゴミの通報など

で知る状況が増えている。 

[山田地区:高齢化率 31.7%] 

・高齢化率は圏域 3 ブロックの中では一番低いが、ひより台と山田北前町だけで

も１,217名と高齢者人口が多く相談件数は増えている。 

・連合町内会は 9 町内会からなり、一体的な取り組みへの働きかけが難しい。但

し、各町内会においては、相談件数が徐々に増えている地域であるため、町内

会ごとに情報共有し連携を深めて行く必要がある。 

[人来田地区:高齢化率 40.8%] 

・連合町内会長中心に宮城大学との地域連携で地域の見守りや支え合いの推進

が活発に意識共有されているものの、日本平曙町内会とは考え方の違いから連

携が難しい様子で、関係性を見ながら支援対応して行く必要がある。 

○地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・「太白区障害高齢支援連携事業」(まるごと事業)のネットワークを利用し、地域

団体や相談会などに出向き、様々な視点から高齢者の生活を支えるしくみづく

りを構築する。 

・個別事例の検討からの地域ケア会議や個別訪問時、また地域団体へのアウト

リーチなどにより地域のニーズの把握を行い、分析と課題共有により解決に向

けた取り組みを進めて行く。 

○認知症施策の推進 

・誰しもが認知症になる可能性があり、認知症になっても共に希望を持って暮らし

続けられるよう、正しい知識を身につける為の多世代への啓発活動や気軽に相

談できる体制づくりを行って行く。 

○介護・フレイル予防の推進 

・ICT やデジタル機器などの活用により、地域住民による介護予防の取り組みへ

のアドバイスや担い手探し、育成サポートをはかる。 

太 

白 

西中田 

 

令和 6 年 4 月に圏域変更があり、10 月 1 日現在、圏域内の総人口 19,785 名に

対して 65歳以上の高齢者数が 4,355名、高齢化率で 22.01％と、昨年比もほぼ横
≪地域・関係機関との連携・ネットワークの強化≫ 

・医療と介護のネットワーク構築の拡大を目指し、研修会や交流会を開催する。ま
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区 西中田 ばい。また、要支援認定者 284 名、要介護認定者も 472 名おり、認定率は、65 歳

人口比で 17.4％を占め、総合相談件数の増加、サービス利用者数も増えている。

介護予防・フレイル予防の推進、認知症施策の推進等を図っているが、サロンや

介護予防運動自主グループ、地域行事等へ参加せず、地域のつながりを求めな

い高齢者が増えてきている。また、一般住民の支え合いの意識が低く、役員の担

い手が不足してきている等の課題がある。小地域ネットワーク活動の推進を軸に

地域活動を継続しつつ、医療・介護事業所等の連携体制を拡充していくと共に、

商業施設・銀行等高齢者の身近な関係機関との連携体制を作っていく必要があ

る。 

た、圏域内のケアマネジャーに向けた情報交換会や研修会等を実施する。 

・地域ケア会議（個別ケア会議含）を通して、地域の高齢者問題を共有し、課題解

決を図る。 

・地域の社会資源を見える化し、高齢者の誰もが参加しやすい体制づくりに取り

組む。 

・希望する町内会に区や区社協、障害者相談事業所と出張相談会を継続する 

・町内会、地区社協、市民センター、民児協等と連携を図り、住民の参加活動を

促す取り組みを行う。 

・医療、介護事業所、商業施設、銀行等高齢者の身近な関係機関に毎月発行す

る広報紙を配布し、連携体制を構築していく 

≪認知症施策の推進≫ 

・希望する町内会や市民センタ－、コミュニティセンター等で、包括主催の出張型

カフェを開催する。 

・認知症施策の推進を図るため、介護予防教室や認知症カフェ等で認知症当 

事者や家族にも参加を促し、地域との交流が途切れにないよう取り組む。 

≪介護予防の推進≫ 

・高齢者と接する機会を活用し、アウトリーチ事業を展開し必要な支援につなぐ。 

・地域のサロンや老人クラブの支援に加え、運動自主グループが継続できるよう

後方支援を継続する。 

・介護予防教室や地域の行事等様々な場面で普及啓発活動に取り組む。 

・圏域内の医療機関を訪問し、介護予防の対象者の早期発見につなげる。 

太 

白 

区 

中田 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中田中部地区は、もともとは田畑が広がる地域であったが、東日本大震災以降急

速に宅地化が進み人口が増加。昔からの農家や昭和 40 年代から移り住んだ戸

建て住宅も混在した地域であり、住民同士のつながりが強いところと希薄なところ

との差が大きい。令和 6 年度より中田地区が担当地区に加わった。もともとは奥

州の宿場町として栄えてきた地域。交通の利便性が良く、商店街としても栄えてき

た。総人口は 21.711 名。高齢化率は 24.73%。両地区共に、徐々に高齢化率が増

加してきており、今後もその傾向は続くと見込まれる。 

両方の地区ともに、徐々に人口の増加に加え、高齢化率の上昇も見込まれること

から、将来にわたって、地域で共に支え合うことの重要性が高まっている。 

・地域ネットワークの推進 

・障害者相談事業所と協働でヤマザワ、また単独で年金支給日に七十七銀行中

田支店で出張相談会を開催、包括の周知と潜在化している高齢者の把握に努

める。 

認知症の推進 

・中田中学校で教師、生徒、保護者対象に認知症サポーター養成講座を開催 

・RBA 相談室と協力し地域の医療、介護保険事業所等へ若年性認知症に関する

研修会を行い「新しい認知症観」への理解の深化が出来るよう機会を創出する 

介護・フレイル予防に推進 

・地域のサロン等の集まり、介護予防自主グループ、住民主体の運動グループ

等の活動に定期的に参加し住民主体の介護・フレイル予防の活動の支援を 
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中田 行う 

・地域の活動の場で聞き取りを行い、またフレイル予防アウトリーチ支援事業を

実施し該当者の把握に努める。 

太 

白 

区 

東中田 ・担当圏域が拡張したことで高齢化率が 31％を超え、７５歳以上の後期高齢者が

3,000 人を超える状況となっている。その中でも様々な課題を持った独居高齢者

が多いことが地域課題の背景にある。 

・独居高齢者が多いため、MCIや認知症の方の早期発見が難しい面がある。 

・認知症の独居高齢者で、経済的困窮、身寄りがないなど多重な課題を抱えてお

り介護・福祉サービスの導入が困難なケースが増加している。 

・精神疾患を抱えた高齢者の被害妄想による近所トラブルや体調不良の相談が

増えている。 

・コロナ禍以降、認知症が進行したり、フレイル化している高齢者が多くなってお

り、要介護になる方が増えている。 

・独居高齢者が多い市営住宅の高齢者の孤立化が進行しており、孤独死の増加

や災害時などの支援体制が不足していることなど課題が多い。 

①地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・地域全体で高齢者の課題解決に取り組めるよう関係機関に参加を呼びかけ包

括圏域会議を開催し、高齢者支援ネットワークを構築できるよう取り組む。 

・認知症をはじめ困難事例解決のため、個別ケア会議を積極的に開催し、高齢

者の支援ネットワークを構築するとともに、課題を抽出し解決に取り組んでいく。 

・障害者の方の相談にも応じられるよう障害者相談支援事業所と協働で相談会

を実施する。 

②認知症施策の推進 

・「新しい認知症観」を地域住民に理解してもらえるよう、個別ケア会議や認知症

サポーター養成講座、パートナー講座、認知症カフェ、介護予防教室などで普

及啓発に取り組む。 

・認知症の人と家族が孤立することなく、地域で支えあう体制づくりを強化してい

く。 

③介護予防の推進 

・地域の様々なつどいの機会を利用し、介護予防の必要性について普及啓発し

介護予防の取り組みへの意欲を高めていく。 

・地域の身近なところで介護・フレイル予防、健康づくりに取りくむことができるよ

う、関係機関、団体と協働し通いの場等の創出や担い手の育成支援など地域

づくりに向けた支援の充実を図る。 

・セルフケアや地域での支えあいを推進していくために、ICT・デジタル機器等の

活用や、高齢者のニーズ変容に対応した取り組みなど、社会の変化に柔軟に

対応した取り組みを推進する。 

太 

白 

区 

富沢 

 

 

 

 

 

 

 

・令和 6年 10月現在の 65歳以上の人口は、6,083人。高齢化率 15．68％。内 75

歳以上の人口は 3,058人。75歳以上人口率 7.88%。 

・西多賀方面は急な坂が多く歩道が狭い箇所が多く、徒歩での外出が困難な場

合がある。買物や通院が不自由。西多賀エリアの町内会には集会所が無く、集

合しての介護予防活動が難しい。 

・富田町内会・鈎取新田町内会は交通の便が悪く、買物や通院が不自由。 

・特に集合住宅では地域とのつながりが希薄な高齢者がいる。情報弱者となって

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・令和 5 年度の太白まるごと事業を通じて作られた、障害分野とのネットワークを

活かし、個別ケースに連携して対応する。令和 6 年度に引き続き地域ケア会議

の共同開催を行う。出張相談会の合同開催を計画する。 

・各児童館との関わりを継続し、個別ケースへの対応において必要時連携を図

る。子育て世代に対する、包括の周知を図り、相談が入る体制作りの構築を図

る。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

富沢 いる可能性がある。 

・高齢者・障害者のみの世帯への関わりが増加傾向。キーパーソンが不在等によ

る支援の難しさがある。 

・金融機関・交番・商業施設との連携を継続。出張相談会開催、地域ケア会議へ

の参加などを継続して頂けるよう働きかけ、相談が入る体制作り、スムーズな連

携につなげる。 

（２）認知症施策の推進 

・新しい認知症観への転換を図る取り組みとして、包括圏域会議を令和 5 年度・

令和 6年度に続き認知症をテーマに開催する。 

・認知症があっても地域で暮らし続けている方の支え合いに着目し、令和 6 年度

に引き続き地域関係者・専門職へ共有する機会を作り、新しい認知症観の周知

を図る。 

・一般住民へ新しい認知症観について周知する機会を設け、相談のしやすさや

関心の高まりにつなげる。 

・当事者や家族が安心できる居場所、気軽に相談できる場所の創設。 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・高齢化が進む各グループへの後方支援を行い、活動が継続できるようにする。 

・集会所改修等で介護予防教室開催が中断していた地域での再開。 

・集会所が無い地域で、地域の商業施設を借りて介護予防教室を開催する。 

・商業施設においてアウトリーチ支援を継続し、フレイル予防の早期対策に関心

を持ってもらう。 

（4）その他 

・成年後見制度・高齢者虐待防止の周知を図り、安心して地域で生活し続けられ

る地域づくりを行う。 

・西多賀エリアを対象に地域ケア会議を開催。介護・フレイル予防を切り口に、地

域づくりに関する協議を行う。 

・一般住民に向けて、様々な取り組みの周知を図り、関心が持てる機会を作る。 

太 

白 

区 

茂庭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜茂庭台中学校区＞ 

市営住宅とマンション群、一戸建て住宅から構成されている昭和期に開発され

た団地で、独居や高齢者世帯が多い。高齢化率が４０％を超えており、市営住

宅、マンションがあるエリア以外は、５０％を超えている。介護予防の意識が高く、

地域活動に積極的な方も多いが、参加の多くが高齢で、次世代の担い手がいな

いために、地域活動の存続が危機的状況となっている。また、８０５０や９０６０の

問題を抱えた世帯も増加しており、子世代の高齢化に伴って、障害や精神疾患、

またはみなし 2 号などの複合的課題を抱えているケースが微増している。町内会

≪認知症支援≫ 

・認知症の方や活躍できる機会やつどいの場の活動を通して、認知症の本人、

家族、地域の方が触れ、互いの強みや意見を生かし地域の一員として共生して

いけるように、新しい認知症観の発信を行い、認知症の方や家族の声を聴き共

同創造を目指していく。 

≪地域・関係機関との連携・ネットワークづくり≫ 

・地域の実情に応じた見守りや支援体制が整えるために、地域ケア会議や民生

委員との情報交換会、ケアマネジャー向けの研修会や事例検討会、その他地
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

茂庭 に入会していない世帯、脱会する世帯もますます増えており、集合住宅にとどまら

ず、地域とのつながりや関係が希薄化している。 

＜生出中学校区＞ 

同居世帯が多い地域であったが、１人世帯が増えてきている。地縁血縁による

結束力が強く隣近所の繋がりも深いが、高齢者同士のみの繋がりとなっている。

認知症や身体状況が悪化していても、家族である程度カバーできるため、軽視し

てしまい、早期発見早期対応につながりにくい。市街化調整区域のエリアは、交

通の便が悪く、乗り合いタクシー等の運用も進められてはいるが、若者世代の流

出が多い為、地域の支え手が減少している。新しい団地やアパートが急増し、そ

こに住む地縁関係のない高齢者の把握が難しい。 

＜共通課題＞ 

・自主グループの活動継続が困難となり、解散したグループがある 

・8050のような複合的な課題を抱えている世帯の増加 

域会合等を活用し、地域や関係機関とのネットワークを強化し、地域の社会資

源のマッピングなど地域と協働することで、地域課題の抽出や共通認識が持て

るようにする。 

≪介護予防・フレイル予防≫ 

・介護予防事業（出張フレイル予防応援教室やアウトリーチ事業など）を活用し、

身近な場所で地域住民に気付きを促すとともに、地域性に沿ったセルフケアや

フレイル予防のアプローチを行っていく。 

太 

白 

区 

秋保 1. 新規に相談を受けたうち、要介護認定の代行申請で要介護以上の認定を受け

るケースが半数近いことや認知症に関する相談では、初回訪問の時点で

「DASC-21」を実施すると中等度以上に該当するケースが多い 

2. 介護保険サービスを提供する事業所の参入が少なく、円滑な利用に繋がらな

いことがある 

3. 担い手の不足や高齢化により、集いの場が無い地域（町内会）が複数ある 

4. 地域主体による防災への取り組みを行う機会が少ない 

1. 早期に相談が入る仕組みや体制の強化を図る 

（1） 総合相談・支援業務を活用して実施する 

（2） 地域ケア会議や機能強化事業を通じて、取り組みを行う 

2. 医療と介護の連携を図る 

（1） 包括的・継続的ケアマネジメント業務において取り組みを行う 

3. 集いの場の創設に向けて、地域に働きかけを行う 

（1） 介護予防事業を通じて、立ち上げ支援を行う 

（2） 機能強化事業を活用して、取り組みを行う 

4. 地域とともに、防災に関する取り組みを行う 

（1） 「包括圏域会議」のテーマとして取り上げる 

（2） 機能強化事業を通じて、取り組みを行う 

泉 

区 

泉中央 

 

 

 

 

 

 

 

 

・圏域全体の高齢化率としては低いが、町内会単位でみると差があることや、若

年世代の人口の入れ替わりは激しく、実質的な高齢化は進んでいる。特にマン

ション等集合住宅が多い地域では、町内会に属していなかったりオートロックの

住宅も多く、高齢者の孤立や引きこもりが潜在し、身体状況や問題が悪化してか

らの相談となるケースも多い。また、上記により地域活動の担い手も高齢化して

おり、次の担い手不足の問題は各町内において喫緊の課題となっている。 

・認知症の相談も年々増加が見られており、認知症に関する理解の普及啓発の

結果ともとれるが、一方でまだまだ古い認知症観が根付いている状況もみられ、

①地域・関係機関との連携・ネットワーク作り 

・圏域内の関係機関との連携強化を図るとともに、地域住民による見守り支え合

い活動の充実に向けた支援を進めるなど、高齢者やその家族を重層的に支え

る取り組みを推進する。 

・「泉中央連携の会七中♡いいねっと」の活動を継続し、医療と福祉の連携を強

化する。 

・介護支援専門員との交流や介護支援専門員同士の交流ができるようにする。

また個別ケア会議等の理解をしていただけるように働きかける。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉中央 症状がかなり進行してから発覚することが多い。引き続き新しい認知症観の普

及啓発を行い、認知症になっても安心して生活できる地域づくりを、住民とともに

考え進めていく必要がある。 

・介護予防のための地域ケア会議を年 5回開催する。 

②認知症施策の推進 

・住民向けに成年後見制度の普及啓発活動をする。 

・地域住民等に認知症の正しい理解・新しい認知症観について、また個人版ケア

パス・ヘルプカード等の意思決定支援ツール活用について理解していただき、

普及啓発していく。 

③介護・フレイルとの予防の推進 

・介護予防への取り組みが必要な方を把握し、訪問・通所型短期集中予防サー

ビスやフレイル応援教室、健康増進センターなどへつないでいく。 

・多様なフレイル予防の機会を創出する（商業施設、老人福祉センター等でアウ

トリーチを開催）。 

・自主グループの活動支援を行う。 

泉 

区 

将監 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将監地区】 

○ 総人口 12,682人、高齢者数 4,210人、高齢化率 33.20%。 

○ 1丁目から 13丁目のうち、高齢化率 35％超えが 3町内、県営住宅においては

40％を超えている。一部地区では新築住戸（戸建て・マンション）への若い世代

の転入が増えているため、全体としては高齢化率が減少している。 

○ 相談内容の複雑化や多問題を抱える世帯も多く、相談件数も年々、増加してい

る。 

○ 高齢化率が高いことから、地域人材の不足が著明である。既存のインフォーマ

ルサービスの継続も課題であり、世代交代ができず、重複して役割を担う方が

多い。 

【将監殿地区】 

○ 総人口 2,897人、高齢者数 252人、高齢化率 8.70%。 

○ 高齢化率は昨年と比較してほぼ横ばいであるが、表面的課題が見えにくく、個

別相談件数も少ない。圏域内で、地域住民は高齢者の孤立化を自分事として

捉えていない印象がある。 

○ 新しい住宅地のため、コミュニティの乏しさや子どもと同居をするために転居し

た高齢者がおり、住民同士の交流の機会は少ない。 

【桂地区】 

○ 総人口 5,427 人、高齢者数 2,032 人、高齢化率 37.44%。人口は減少している

が、高齢化率は年々、上昇している。 

○ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

○ 「将監・桂連携の会」（医療介護連携）では、関係機関と連携し、研修会を開催

する他、地域の関係機関や地域住民と連携を図りながら健康フェアを開催す

る。又、地域行事に積極的に参加し、障害者、子ども等高齢者以外の分野と

の連携を強化する。支援が必要になった高齢者やその家族を重層的に支える

取り組みを推進する。在宅高齢者の支援体制づくりに向け、地域包括支援セ

ンター業務サポートシステムを活用し、地域の社会資源の分析や地域課題を

抽出。関係機関と連携して、解決に向けた取り組みを推進する。包括圏域会

議では、住民同士の支え合いの重要性について理解と関心を深め、関係する

全員が「自分事」として捉え、暮らしを支える地域のネットワークを構築する。 

○ 認知症施策の推進 

○ 新しい認知症観への転換を図るために、地域住民や小・中学校、商業施設等

へ、認知症に関する正しい知識と理解の普及啓発を行う。 

○ 認知症の人や家族の声を聞き取り、孤立する事なく早期に相談やピアサポー

トの場等に繋がるよう、医療、保健、福祉等関係機関との連携を強化し、地域

において互いに支え合う体制づくりを強化する。 

○ 介護予防・フレイル予防の推進 

○ 地域の介護予防に資する団体への後方支援と、介護予防教室を継続し、セル

フケアや地域での支え合い等が重要であることを啓発していく。身近なところ

で自立した日常生活継続の視点に立った、健康づくりに取り組む事ができるよ
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

将監 ○ 地区社協や桂ボランティアの会の活動は盛んであるが、参加者は限定的であ

る。代表者が高齢になってきており、次世代を担う人材がいない。 

○ 桂全体としての連絡会などの活動は継続している。 

※圏域全体では、介護保険に関する相談の他、認知症、医療・疾病相談、虐待、

成年後見制度の相談が増加している。 

う環境づくりを進める。 

泉 

区 

寺岡 【寺岡地区 現状と課題】 

・高齢化率 47.9％。後期高齢者は高齢者の約半数を超え、今後数年増え続ける

見込み。高齢者のみ・独居の世帯多く、地域の支え合いによる生活支援が不可

欠になりつつある。自己解決能力が高いがゆえに地域との繋がりが薄く心身機

能低下後もギリギリまで他者の介入に対し消極的な方が多い半面、老いや孤独

による不安についての相談が増えている。精神疾患を抱える本人または家族の

支援や、近隣トラブル相談、家族が遠方であることによる支援が必要なケースな

ど、多重課題ケースが増えている。 

【紫山地区 現状と課題】 

・高齢化率 17.0%。高齢化率が低いゆえに高齢者は心身機能低下とともに地域と

の距離が離れやすい。転入者が多く、繋がりを求めていても既存の地域活動へ

の入りにくさを感じる方や、自己解決能力が高いことで「まだ参加しなくても大丈

夫」と考える方も多い。地域活動の数・種類が少なく、各活動の参加者は多くは

ない。数十名を超えるイベントができる施設が地区内に無く、イベント開催に制限

がある。地域での支えあい体制整備が始まっており、地域の実情に応じた支援

が求められている。 

【両地区の共通の課題】 

・住民の意識が高く支え合いの機運は高いが、地域を担うキーパーソンが高齢化

している。活発な地域活動維持の為、活動維持支援、新たな担い手の発掘が必

要。 

「住み慣れた地域」で「馴染みの人と繋がり」続け、「自分らしく生活」できる地域

づくり 

１．地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

・「住民同士」「各団体同士」「住民と関係機関（店舗・医療介護等）」「多世代間」

等の繋がり・ネットワークを強化する為、地域イベントへの積極的参加に取り組

む。 

・地域ケア会議等を活用し多職種と協働して地域課題把握と解決、支援体制づく

り。 

・住民同士の支え合いの理解と関心を深め、新たな担い手の育成、マッチングを

中心に地域活動に対する支援の充実を図る。 

２．認知症施策の推進 

認知症の人や家族の視点を重視し「共生」と「備え」を柱に取り組む 

・認カフェを軸に認知症の人・家族が「参加・発信・協働できる場」を支援し、地域

の中で立場や心情を理解し合い、希望や生きがいに結びつく・繋がる環境を創

造する。 

・早期かつ継続的に必要な支援を受けることができるよう、医療・保健・福祉の関

係機関との連携体制の強化を図る。 

・認知症の人と家族の声を聴き取り、我が事とし支え合う地域づくりを推進する。 

３．介護・フレイル予防の推進 

・フレイルサポーターの活動を軸にセルフケア、社会参加の重要性を伝え、様々

な場面で介護・フレイル予防の理念の浸透を図る。 

・地域の中で社会資源を駆使して自分らしく生活が継続できるようケアマネジメン

トを推進する。 

泉 

区 

高森 

 

 

 

 

 

 

【高森】 

・地縁組織と各関係機関、商店等の連携・協働が少ない。 

・住民主体の地域活動（支え合い活動や通いの場・ネットワーク）が少ない。 

【高森東】 

・住民支え合い活動に参加しない住民への助け合い・活動や交流の場が必要 

【泉ヶ丘】  

・高齢者のうち後期高齢者が半数を超え、地域の支え手の高齢化と人材不足。 

１、地域、関係機関との連携、ネットワークづくり 

⚫ 「住民同士」「各団体同士」「住民と関係機関（店舗・医療介護等）」「多世代間」

等の繋がり・ネットワーク強化のためつながりづくりをおこなう。また、課題を共

有し解決に向けての検討や実践に取り組む。 

⚫ 高齢者の孤立を防ぐための情報を早期に得るため、各組織や関係機関との連

携を促進する。 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

高森 【各地域共通】 

◇連携・ネットワークが少ない 

・組織や活動同士、世代間、地域関係機関との連携・協働が少ない。支えあいの

意識が生まれない。 

◇認知症の人や家族が様々な活動に参画、活躍できる場が少ない。また、認知

症に対する正しい理解の促進や対応能力の強化。 

◇高齢者の生活の状況の変化に対する情報が把握できず、孤立する高齢者が

増えている。さらに家族機能が低下し家族と疎遠になる高齢者が増加してい

る。 

◇引きこもりや精神障害など複合的な問題を持つ世帯への支援が増加している。 

◇介護予防に関心が低い。 

２、高齢者のひとりひとりがいきがいや希望をもって安心して暮らせる環境つく

り。 

⚫ 高齢者が健康や介護予防に関心をもち、地域で安心して暮らせるように地域

包括支援センター業務サポートシステムを活用した情報を発信し、地域の一員

として参加できる環境をつくる。 

⚫ 介護、フレイル予防に取り組めるよう普及啓発をおこなう。 

３、認知症施策の推進 

⚫ 認知症を特別視することなく、正しい理解と工夫によりそれまで通りの暮らしが

継続できる地域を実現する。 

⚫ 認知症サポーターや認知症パートナー、グループホームの認知症地域支援推

進との連携により地域の認知症対応能力の向上を図る。 

⚫ ピアサポートの場への参画ができる支援をおこなう。 

泉 

区 

松森 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●鶴が丘中学校区圏域内の高齢化率は令和 6年 10月時点で 38.44％ 数 4,066 

人、後期高齢率は 22.91％ 数 2,423人 

●高齢化に伴い、町内会や各団体・助け合い活動の担い手が不足している。 

●精神疾患・家族関係・経済面、キーパーソン不在など、複数の問題が混雑した

相談が増えており、高齢者に限らずその家族の精神的な相談も増加しているた

め地域包括支援センターと各関係機関・団体との重層的なネットワーク強化が

必要である。 

●認知症に関する相談は増えているが、依然として偏見がみられ理解不足が顕

著であるためＭＣＩを含め、正しい理解を深める場や普及啓発が課題となってい

る。 

包括支援業務と併せて介護予防事業や地域・関係機関との顔の見える関係づく

りを行い、介護・福祉・健康・医療など様々な面から高齢者に対する支援を行う。

以下 3 点を重要事項とし、ICT の活用をはじめとした社会構造の変化に対応した

取り組みを行う。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

●昨年度に続き、圏域内の公園などでの「相談会」をサービス事業所と共催で実

施。 

●医療機関や事業所に加え障がいや児童など高齢分野以外の関係機関との連

携を強化し、包括的な支援体制の構築を目指す。 

●個別ケア会議や包括圏域会議を活用し連携を深めると共に、地域資源および

ニーズ・課題を抽出し、関係機関と連携し解決に向けた取り組みを行う。 

（２）認知症施策の推進 

●包括が認知症およびＭＣＩの相談窓口である事の周知を図ると同時に「包括だ

より」・「認知症サポーター養成講座（認知症パートナー講座）」・「認知症カフ

ェ」・「地域での認知症講話」を活用し、ＭＣＩの周知を強化していくと共に早期発

見・早期対応を行う。 

●認知症講座や認知症カフェの継続などにより地域住民の認知症の正しい理解

を深め「認知症になっても、ともに希望をもって生きることができる」考え方を地

域に広げられるように取り組みを進める。 

（３）介護・フレイル予防の推進 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

松森 ●地域のサロンや運動自主グループからの要望に応じるとともに、フレイル予防

の意識をさらに高める必要のある団体には、健康教育の機会を提案し、地域

全体の健康意識を高めていく。 

●住み慣れた地域で暮らし続けることが出来るよう、地域特性に応じた介護予防

教室を企画する。介護予防の取り組みを自分事として捉えることにより生活の

中で活かしていただける内容とする。 

 

泉 

区 

松陵 ○地域全体の高齢化率：40.30％。各地区（松陵・永和台・歩坂町）で高齢化率、住

民層が大きく異なり、地域特性の相違が顕著。 

【松 陵 地 区】総人口 5,382人・高齢者数 2,579人：高齢化率 47.92％、人口減。 

○松陵 4 丁目・5 丁目は高齢化率 50％超で年々上昇。前期高齢者数多く、重点

的に介護予防・フレイル予防の取り組みが必須にて、R6 年度より新たな取り組

みを展開。 

○同居世帯比率高いが、家族で抱え込み後々対応に困って相談に至るケースが

散見。認知症に関しても同傾向。相談内容の複雑化は続いている。 

○各町内会・自治会毎の活動が中心の独立した地域活動運営で地域関係者間

の関係性が希薄であったが、R6 年度に意識の変化がみられ統一感が生まれ

つつある。 

【永和台地区】総人口 ,901人・高齢者数 0,243人：高齢化率 26.97％、人口増。 

○新築戸建住宅の増加と共に、若い世代の転入が続く地域。 

○住民の世代交代により、高齢者対象の地域活動の解散や衰退が課題。R6 年

度地域の KP 急逝、従来の活動も存続の危機である。コミュニティの再構築が

必要。 

【歩坂町地区】総人口 2,468人・高齢者数 0,705人：高齢化率 28.57％、人口減。 

○アパートから戸建住宅に変わり、若い世帯が増加している他、アパート空室へ

生活保護受給単身高齢者や精神疾患のある方、外国人の転入が増加。障害

者GHも乱立しており、潜在的に福祉ニーズを抱える世帯が増加、治安も悪化。

地域との接点が乏しい住民層が増え実態把握が困難。 

○コミュニティの固定化、町内会活動の停滞、R6 年度地区社協支部の解散等の

事由もあり、新たな活動の展開が難しい。 

（1）地域・関係機関との連携・ネットワーク構築 

地域・関係機関との連携を更に強化し、地域支援ネットワークづくりを推進。個

人・関係団体・各機関から相談しやすい関係を構築し、地域づくりに生かしてい

く。多世代、障害者等マイノリティ層支援関係者を巻き込み、よりきめ細やかなネ

ットワークを構築し、重層的な支援体制づくりを進める。 

（2）重点的な介護・フレイル予防の推進 

全域で介護・フレイル予防の取り組みを推進、特に前期高齢者数の多い松陵地

区を重点的取り組み地区とする。ニーズ調査を継続しつつ、ICT・システム活用も

検討、取り入れることで、QOLを維持した生活が継続していけるように推進してい

く。 

（3）新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

根本となる認知症の正しい理解を広め、偏見のない考え方が醸成できるように啓

発を継続。また、『ともに』暮らしを継続していける支え合いの体制づくりを推進す

ることで、認知症の方が活躍できる場を増やせるよう、活動の後方支援に取り組

む。 

泉 

区 

向陽台 

 

 

令和 6 年度より、圏域地域が３つになり１３町内会で連合協議会として、行事など

昨年度は悪天候にて中止となったが活動は活発に行われている。 

〇地域で共に支え合い、安心して暮らし続けることができる社会の実現に向け、

重層的に支えられるよう取り組む。その為にも医療、介護、福祉、障害、子ど



令和７年度 地域包括支援センター運営にあたっての基本方針等 

35 

資料１－２ 

区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

向陽台 【向陽台地区】総人口 5,644人、高齢者数 2,842人（高齢化率 30.21％） 

◯団地内の役員も高齢化・役員の担い手不足から役職が重複しており負担が増

加している。しかし、若い世代の担い手も地区社協を通して少しずつ増加。 

◯向陽台集会所「みんなの家」建築に向けて、地区社協を中心に福祉委員が活

動を活発に行っている。(芋煮会、リース作り教室、団子刺し、ひな祭り展覧会な

ど) 

【明石南地区】総人口 3,896人、高齢者数 1,177人（高齢化率 20.82％） 

◯明石南 1丁目（高齢化率 37.57％）と高齢化が進んでいるが同居世帯が多く、相

談件数は多くない現状。家族で介護を抱え込んだり、問題が潜在している可能

性がある。 

◯老人会や地域ボランティア団体によるサロン活動も再開しつつあるが、コロナ

禍以降参加者の高齢化等により参加者が減少・固定化している。 

◯町内会役員も１年ごとに交代。継続しての活動が難しく、日中就労している役員

もおり活動が低迷している。 

【山の寺地区】総人口 3,960人、高齢者数 2,054人（高齢化率 31.26％） 

◯若い世代の居住が増加。今年度は若い世代の交流イベントなどが前年度に比

べ減少。若い世代の中心になる人がいない。 

◯高齢者のみの世帯や独り暮らし世帯が増加。１丁目のボランティア団体も担い

手不足等により、継続が危ぶまれている。3丁目も担い手が少ない状況。 

も、健康など様々な分野と情報共有を図り、地域包括支援センター業務サポー

トシステムを活用し地域資源の分析や課題の抽出を行っていく。 

⑴新しい認知症観の普及啓発と共生社会づくり 

新しい認知症観へ転換ができるように取り組みと早期に相談やピアサポートの

場のつながり、かつ、その人のニーズや状況に応じた支援が受けれるような連

携体制の強化。 

⑵介護・フレイル予防の推進 

セルフケアや地域での支え合い等が重要であることについて普及啓発を行

い、介護、フレイル予防の浸透を図る。 

⑶ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域・関係機関との連携強化し、地域支援ネットワークづくりを推進する。 

泉 

区 

南光台 昭和３５年頃から開発された地域。高齢化率 26.8％。５年前と比し+0.04%で顕著な

増加ではない事に対し、後期高齢化率は+1.21%と伸びの差がある。 

世代交代の活発化の裏付けと考える。若年層の転入が多い事により、高齢化率

の伸びとしては大きくないが、支援・介護を要する高齢者層は多い。同時に高齢

世代のみの課題ではないが、地域関係の希薄化の進行も懸念。 

認定率は経年的に区内、市内でもトップレベルに高いまま推移。 

よって組織化にこだわらず、近隣のお茶のみなど自然発生的な小さな交流の場も

地域資源として掘り起こし、どこに多いかなど、地域の特性を探索し、マップ・リス

ト化した。 

個別ケア会議を積極的に実施。高齢者は支えられるもの一択ではなく、役割意識

の有用性や介護予防にも着眼した。 

圏域会議、介護予防教室では、力のある地域の方へ、支える側としての協力を呼

び掛けた。 

制度を知らず、埋もれている方と権利意識・主張の強い方の格差を感じている。 

（１）地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

・SOSを出せない方とつながるため、ネットワークを拡大 

上記により、発信の代弁者となっていただいたり、支える側として期待 

・これまで関係づくりが進んでいない業種ともつながり、生きづらさを感じていた

り、不得意な事があっても住みやすい町づくりへ 

（２）認知症施策の推進 

・MCIの周知を改めて行い、我が事としてとらえていただき早期対応ができる 

・認知症やその家族、支える方の声を尊重した支援 

・生き甲斐や居場所を見つけられるように支援 

（３）介護・フレイル予防の推進 

・ＩＣＴ活用をし、フレイル予防の取組の関心を高め、習慣化 

・ＩＣＴを使えない方への介護予防・フレイル予防の普及と支援 
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区 
地域包括支援

センター名 
現状・課題 基本方針 

泉 

区 

八乙女 ⚫ 地域住民の意欲低下・外出機会・交流の減少 

年齢や身体機能の衰えを理由に意欲低下・閉じこもりによる外出機会や交流

の減少がみられている。そこから家族の希望により、デイサービス等の介護保

険サービスにつながるケースが増加している。 

⚫ 独居・高齢世帯の家族の支援力の不足 

家族が遠方在住のため、専門職による支援を求めての相談が増加している。

それ以外にも身寄りのない方への介入や、サービス導入の際の受け入れがで

きないなど、本人への支援の必要性があるものの、支援につながる事が難しい

ケースの相談がある。 

⚫ 地域団体の後継者不足・地域で活躍する高齢者の発掘・創出 

町内会、老人会、民生委員において、なり手が不足しており、代表役員の高齢

化が進んでいる。長期にわたって町内会活動を行う事と輪番制で役員が変わ

る事のそれぞれの利点や欠点があり、体制の違いにより、地域全体としての動

きの取りにくさも見られている。運動自主グループについても代表者の高齢化・

参加者の減少により、すでにある地域資源の存続や後援について考慮しなけ

ればならない。 

⚫ 個別支援・ケース検討から地域の課題を分析し、共通の課題について地域資

源開発のため、地域住民に向けたアプローチを行う。 

⚫ 新しい認知症観の普及・啓発のための講座等を通じ、次世代の担い手の発

掘・地域活動への結びつけを行う。 

⚫ 地域の集いの場の中で規模縮小しながら継続している場・既存だが包括で把

握していない場について把握・広報等で後援する。また、意欲低下からフレイ

ルに繋がるリスクの高い高齢者への案内を行う。 

⚫ 介護予防の考え方や実践方法について周知し、また、認知症や権利擁護に

ついても考える機会を提供する。 

⚫ 地域での防災時の対応、見守りについて多職種と住民の連携を図れるようシ

ステムの構築を行う。 

泉 

区 

虹の丘・加

茂 

圏域の高齢者数は約 5,600 人で急な増加はない。高齢化率も 33.3%から 34.2％と

微増である。しかし、団地の造成から 45 年が経つ町内があり、団塊の世代が 75

歳を迎えることでも、前期高齢者と後期高齢の比率としては後期高齢者が多く、

17.8％から 20.4％と増えている。一つの中学校区ではあるが、2 つの小学校区で

成り立っている。2 つの団地は戸建てが多く夫婦 2 人、単身世帯が多い。商業地

区で賃貸の集合住宅の多い地区は若者や転入転出者が多い。そのため一つの

圏域と捉えにくい状況である。町内別での高齢化率は 13.39％～51.6％と幅が広

い。高齢者の問題のみでなく、高齢者と同居している家族が就労していないことや

障害をかかえていること、子ども育成の活動も困難となっている状況がある。町内

の活動として積極的に高齢化に取り組む地域もあれば、次代の担い手不足から

町内活動を辞める町内もある。平成 27 年に圏域に加わった復興公営住宅(現在

は市営住宅)へは、区役所・近隣の高齢や障害の施設関係者が合同で関わり、住

民同士がつながる機会を提供し、役員による町内会活動が進んでいたが、コロナ

禍での活動が休止したことで、役員の町内会運営も後退した。また、どの町内会

も令和 5 年度からは全ての活動をコロナ禍以前に戻し、R6 年度は担い手に苦慮

しながらも地域活動を例年通りに行えている。 

（1）介護予防普及啓発 

フレイル予防の普及啓発として、圏域内の商業施設を活用し、センターまつり等

に出向き、根拠に基づいた評価・助言を専門職（近隣の事業所勤務）から直接に

伝える機会を作る。 

（2）個別ケア会議 

困難ケースの開催にあたっては介護支援専門員に会議の有効性を理解してもら

えるよう介護支援専門員の学習会と連動させ、介護予防に資する会議の際には

保健師との企画をし、社会福祉士と協力し権利擁護についても検討する会議と

する。 

（3）権利擁護業務 

地域住民への普及啓発は継続しながら、民生委員や介護保険サービス事業所、

障がい者相談支援事業所とも虐待防止・消費生活被害の防止につながるネット

ワークの構築のため包括圏域会議を活用していく。 

（4）認知症の早期相談・早期診断・早期対応 

MCI の理解を進めるため、地域活動へ参加した際にチラシを使って説明をし、認

知症カフェでの普及をする。全ての事業や活動は保健師・社会福祉士・主任介護

支援専門員・機能強化専任職員で共通理解をし、情報を共有しながら職員間で
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の協力をしていく。 

泉 

区 

長命ケ丘 ・団地造成から約 50 年、圏域内の人口は約 7300 人、高齢者は約 3000 人、世帯

数は約 3500 世帯となっており、前期高齢化率は 40％以上、後期高齢化率は

25％以上となっており R6に比べ後期高齢者の高齢化率が 2％上昇している。 

・担い手の不足のため役員の世代交代が進んでおらず町内によっては長年役員

を継続する町内と数年で交代する町内もあるため高齢者や地域の問題に取り組

む意識の違いはあるものの表立って話し合いはされていない。またアパートと戸

建てが混在しており生活の格差がある。 

・各町内会主催でサロン等を実施しているが(高齢者が対象になっていない等)活

動に差があり定期的に行っている所もあるが活動がほとんどない町内もある。 

・活動に積極的な方とそうでない方の差があり参加者は固定されつつある状態で

ある。 

・活動の場へは歩いて行くには遠いことも課題となっている。 

・包括主催の交流カフェ、認知症カフェ等の継続を行い集いの場の提供と社会参

加への働きかけを継続していく。また回覧板やホームページ等にて掲載を継続

していく。 

・社会資源としての町内サロン、サークルなど地域住民が参加し活動している状

況を把握し、業務サポートシステムも活用しながら、地域住民に情報提供してい

く。 

・包括圏域会議を活用し、地域について話し合うことを継続し、住民同士の見守

り・支え合いの重要性について理解が深まるようにする。 

・単位町内会で支え合い活動継続のための話し合いを行っていく。 

・地域住民に向けて認知症についての正しい理解や対応方法が得られるように

町内のサロンや介護予防教室で認知症・MCIの知識を啓発していく。 

・関係機関・団体・地域住民など向けに認知症サポーター養成講座を開催し、認

知症に対する理解や地域で見守る意識をもってもらうよう働きかける。 

・ICT やデジタル機器を活用し町内サロンや社協の行事、包括主催の催し物、自

主グループ、フレイル予防アウトリーチ支援事業など様々な機会の中で高齢者

が楽しみながら心身の状況についてチェックすることで介護・フレイル予防（オー

ラルフレイル含む）の普及啓発を行っていく。 

・介護予防サービスのみではなく地域の中で自立した生活ができるような事例を

あげ個別ケア会議の開催を行う。必要に応じ地域の方への参加の声掛けを行

っていく。 

泉 

区 

根白石 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 担当地域内で孤独死が複数発見されている。高齢者の安否確認・支援等に

おいて、地域との連携体制が不充分である。 

２． 認知症への関心の高まり、知識の普及の傾向が見られている一方で、具体

的な理解や認知症の人に対する接し方、利用できるサービスについての知

識が不足している。そのため不安感は解消されない。 

３． 高齢者の中には「もう年だから仕方がない」と諦めてしまう方や、「私はまだそ

こまでは衰えていないから大丈夫」という方が多い傾向にあり、自ら相談や指

導を目的に足を運ぶかは微妙なところである。 

⑴ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

2018 年（平成 30 年）、泉西部地区、住吉台、館の各地域が同じ方向性のもと専

門的サービスとともに地域で多様に支え合う仕組みを構築することを目的として、

泉西二地区社会福祉団体協議会が発足した。当包括は、引き続き事務局とし

て、買い物や通院等のための移動や災害時の避難、認知症、金銭問題など高齢

化が加速することで高齢者の生活に生じる諸問題を地域と連携し取り組むことと

する。 

⑵ 認知症施策の推進 

地域住民の認知症の人に対する受容的な態度を促進するために、認知症の人と

の交流が行われる機会を増やしていく。その効果には、認知症の知識の普及や

認知症の人に対する受容的態度の形成に役立つ。また、認知症の人の家族の
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根白石 介護負担を軽減するだけでなく、地域のつながりも強化できる。 

⑶ 介護・フレイル予防の推進 

高齢者が地域から孤立せずに、地域全体で顔の見える町づくりを行っていく。 

また、フレイルを評価し適切な介入を行う。JCHO 仙台病院を始め、医療関係機  

関と連携。健診を実施しデータ化することで、課題に沿った必要な啓発につなげ

る。 

泉 

区 

南中山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 人口動態（R6/4現在）  

総人口 14,589 高齢者人口 3,997 高齢化率 27.4％ 後期高齢化率 11.3％ 

 総人口は減少する一方で高齢者人口は増加傾向にあり、高齢化率は毎年 1％

ずつ上昇し続けている。 

 高齢化率は地域差がある（南 3、4は 44％超、南 5、6、西は 10％以下、北 3は

高齢化スピードが速い） 

 介護認定率 12.0％と低い。後期高齢者率が低いためと考えられるが、必要な

人が申請できていない可能性もある。 

(2) 環境 

 山を切り開いて S58(40 年前)以降に造成された団地。南中山地区、北中山地

区、西中山地区の 3地区に分かれる。 

 交通手段は自家用車とバスである。坂が多いため、運転できなくなり、バスにも

乗れなくなると、買い物や通院できず、閉じこもりになる傾向がある。 

 地盤が固いという住民の認識があり、災害に対する住民の危機感は薄い。 

(3) 地域組織、コミュニティ 

 町内会加入率は全域的に 5-6割と低い。  

 北中山 3丁目は連合町内会や地区社協に加入しておらず、地域の集会所の利

用にも制限がある。 

 西中山地区は連合町内会・地区社協・子供会がなく、地域活動が少ない。 

 個人情報を知られたくない住民が多く、民生委員はかなり気を使って個別訪問

をしている。 

 古くからの人間関係が地域活動に影響を及ぼしている。 

(4) 社会資源 

 医療機関や教育機関、障害関係、商業施設等が充実しているが、地域格差あ

り。特に商業施設は南中山地区に集中し、北中山と西中山地区にはコンビニも

無い。 

(1) 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域のどこからでも、早期に相談窓口に繋がるよう、関係機関と連携し、継続し

て見守り体制づくりを進める。また、さまざまな面から高齢者を支援できるよう、既

存のネットワーク強化とともに新しいネットワークをつくり、顔が見える関係を築

く。 

 南中山市民センターとの連携強化 

 隣接する包括と協働して学習会等を開催して、広域的な連携を図る。 

 ヨークベニマル南中山店、イオン仙台中山店などの商業施設との連携 

 若い世代、子育て世代への周知、異世代交流 

(2) 認知症施策の推進 

新しい認知症観の普及啓発を進め、「お互いさま」の精神で支え合う体制を整備

することで、認知症をオープンにできる地域を目指す。 

 認知症本人や家族が参加できる認知症カフェのあり方を住民主体で考える 

 MCIの早期相談と早期対応を重点的に取り組む 

 認知症サポーターを活動に繋げる 

 伴走型支援の体制構築 

(3) 介護・フレイル予防の推進 

フレイル予防の普及啓発に努めるとともに、フレイルを早期に発見できる機会を

地域の中につくる。自覚を促し、主体的に取り組めるよう、様々な媒体やデータを

駆使する。 

 介護予防教室等の参加者拡大と担い手の発見 

 フレイル予防のための情報が住民に広く届くようにする（業務サポートシステ

ムの利用、ポイント制度導入に向けたデジタルデバイドの解消） 

 フレイル予防アウトリーチ事業の拡大（新規ヨークベニマル南中山店） 

 高齢者が活躍できる機会を創出する（認知症カフェや介護予防教室等のお世

話役、製作活動など） 
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南中山  地域活動の場は南中山市民センターと北中山コミュニティセンターであるが、

競争率が高く確保が難しい。地域の集会所は昨年やっとエアコン設置が始まっ

たが、未だに無いところもある。北中山コミュニティグランドは改修中。 

(5) 相談傾向 （Ｒ7/1現在） 

 例年多かった医療相談の割合が低下し、認知症相談、心理的問題の相談割

合が上位に浮上した。（1位:介護、2位:認知症、3位:心理的、4位:医療） 

 地域別には南中山 2丁目と北中山 3丁目、西中山の相談が多い。南中山は認

知症と心理的相談が多く、北中山は医療相談が多い傾向がある。 

 すでに進行した状態で初めて相談に繋がるケースが少なくない。 

 活動的な認知症や精神疾患の高齢者の支援は長期化している。 

 虐待相談は毎年必ずあがってくる。 

 家族全員の支援が必要な場合があり、支援内容も複雑化している。また、家族

機能が低下し、支援を委ねてくるケースも増えている。 

 再来相談が 21％であり、過去の関わりを考慮して対応している。過去のデータ

を引き出しやすいよう管理しておく必要がある。 

 遠方の親を呼び寄せて同居もしくは近隣に転入するケースがあり、閉じこもり

にならないよう支援している。 

 介護支援専門員についての相談や施設入所者からの相談もあり、相談内容が

多岐に渡っている。 

(6) その他 

R5基礎健康診査結果によると糖尿病罹患率が高い 

 


